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章 節 頁 修正案 現行（最終修正：令和 6 年 1月 29 日） 

3 1 9 ３ 男女共同参画等の推進 

本計画は、多様な視点を反映した防災対策の実施により地域の防災力向上を

図るため、男女双方の視点やジェンダー平等などの多様な視点に配慮して進め

ることが重要である。市は、被災時における男女のニーズの違い等に十分配慮

し、指定避難所において被災者の良好な生活環境が保たれるよう努めるととも

に、防災に関する政策・方針決定過程や災害現場における女性の参画を拡大す

るため、ふじさわジェンダー平等プラン 2030 の重点目標に掲げている、あら

ゆる分野でのジェンダー平等の促進に向け、藤沢市防災会議の委員に占める女

性の割合を高めるよう女性委員の登用に取り組むなど、男女共同参画をはじめ

とした多様な視点を意識した計画の推進に努める。 

３ 男女共同参画等の推進 

本計画は、多様な視点を反映した防災対策の実施により地域の防災力向上

を図るため、男女双方の視点やジェンダー平等などの多様な視点に配慮して

進めることが重要である。市は、被災時における男女のニーズの違い等に十

分配慮し、指定避難所において被災者の良好な生活環境が保たれるよう努め

るとともに、防災に関する政策・方針決定過程や災害現場における女性の参

画を拡大するため、藤沢市防災会議の委員に占める女性の割合を高めるよう

取り組むなど、男女共同参画をはじめとした多様な視点を意識した計画の推

進に努める。 

4 1 20 ４ 気象 

本市は、相模湾に接しているところから暖流の影響を受け、比較的温暖で穏

やかな気候であるが、平均気温は上昇傾向にあり、神奈川県では現状を上回る

温暖化対策を取らなかった場合、21 世紀末には、「滝のように降る雨」の発

生回数が、約 2 倍に増加する予測が示されている。 

令和 5 年における、年間の平均温度は、17.3℃で、最も寒い 2 月で平均

4.0℃、最も暑い 8 月で、平均 29.1℃となっている。 

降雨量については、年間の総雨量は 1,278.7 ㎜（月平均 106.5 ㎜）である。

6 月の梅雨期には雨量が一番多い。 

また、風向きについては、4月から 9 月にかけては南寄りで、10 月から 3 月

にかけては、北寄りの風が卓越し、風速についてみると年間の平均風速は、

2.4m/秒となっている。 

（消防年報 2024 年（令和 6 年）版） 

４ 気象 

本市は、相模湾に接しているところから暖流の影響を受け、比較的温暖で

穏やかな気候であるが、平均気温は上昇傾向にあり、神奈川県では現状を上

回る温暖化対策を取らなかった場合、21 世紀末には、「滝のように降る雨」

の発生回数が、約 2 倍に増加する予測が示されている。 

令和 3 年における、年間の平均温度は、16.7℃で、最も寒い 1 月で平均

5.6℃、最も暑い 8 月で、平均 27.3℃となっている。 

降雨量については、年間の総雨量は 1,797.3 ㎜（月平均 149.8 ㎜）であ

る。9 月の台風期には雨量が例年どおり多い。 

また、風向きについては、5月から 8 月にかけては南寄りで、9 月から 4 月

にかけては、北寄りの風が卓越し、風速についてみると年間の平均風速は、

2.4m/秒となっている。 

（消防年報 2022 年（令和 4 年）版） 
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章 節 頁 修正案 現行（最終修正：令和 6 年 1月 29 日） 

4 2 20 １ 人口 

本市の人口は、令和 6 年 8 月 1 日現在で、444,108 人（令和 2 年国勢調査

を基準とした推計値）である。最新の統計では、県内では政令市に次いで、人

口は 4 番目である。 

人口の増加傾向は昭和 38 年以降昭和 46 年までは、年間 1 万人以上の急増

を続けてきたが、その後、落ち着きをみせているものの着実に人口は増加を続

けている。 

世帯数は、203,898 世帯（令和 6 年 8 月 1 日現在）で、一世帯当たりの人

員は、2.2 人で減少傾向にある。 

人口密度は、市全体では、6,385 人/㎢であり、地区別では、明治地区が

10,667 人/㎢で最も高く、以下、鵠沼、辻堂、藤沢の順に続き、六会、遠藤、

御所見地区の順に低くなり、御所見地区は 1,521 人/㎢である。 

 高齢化率は、令和 6 年 8 月 1 日現在、24.60％で約 4 人に 1 人が 65 歳以

上である。また一人暮らし高齢者は、17,755 人（令和 6 年 8 月 1 日現在） で

ある。 

１ 人口 

本市の人口は、令和 4 年 4 月 1 日現在で、443,009 人（令和 2 年国勢調

査を基準とした推計値）である。最新の統計では、県内では政令市に次い

で、人口は 4 番目である。 

人口の増加傾向は昭和 38 年以降昭和 46 年までは、年間 1 万人以上の急増

を続けてきたが、その後、落ち着きをみせているものの着実に人口は増加を

続けている。 

世帯数は、199,875 世帯（令和 4 年 8 月 1 日現在）で、一世帯当たりの人

員は、2.2 人で減少傾向にある。 

人口密度は、市全体では、6,369 人/㎢であり、地区別では、明治地区が

10,705 人/㎢で最も高く、以下、鵠沼、辻堂、藤沢の順に続き、六会、遠

藤、御所見地区の順に低くなり、御所見地区は 1,520 人/㎢である。 

高齢化率は、令和 4 年 8 月 1日現在、24.46％で約 4 人に 1人が 65 歳以上

である。また一人暮らし高齢者は、16,583 人（令和 4 年 8月 1 日現在） であ

る。 

4 2 21 ３ 交通 

（１）交通 

＜略＞ 

本市における乗用車の保有台数は、乗用自動車が 117,561 台（令和 5 年 4 

月 1 日現在）、軽自動車（原付等を含む。）が 98,961 台（令和 5 年 4 月 1 

日現在）である。 

 

３ 交通 

（１）交通 

＜略＞ 

本市における乗用車の保有台数は、乗用自動車が 117,150 台（令和 2 年 3 

月 31 日現在）、軽自動車（原付等を含む。）が 96,470 台（令和 2 年 4 月 1 

日現在）である。 

5 2 25 令和元年 9 月・10 月の台風第 15・19 号においては、避難勧告の発令を行

い、早めの避難を呼びかけた。台風第 15 号においては、暴風による住宅等の

損壊が発生し、倒木や飛来物による電線の断線により長時間の大規模停電も発

生した。また、立て続けに発生した台風に備え、地区防災拠点本部等を通じ

て、市民等に土のうを約５，０００袋配布した。 

令和元年 9 月・10 月の台風第 15・19 号においては、避難勧告の発令を行

い、早めの避難を呼びかけた。台風第 15 号においては、暴風による住宅等の

損壊が発生し、倒木や飛来物による電線の断線により長時間の大規模停電も

発生した。  
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章 節 頁 修正案 現行（最終修正：令和 6 年 1月 29 日） 

1 2 27 （２）組織構成 

ア 災害対策本部 

本部長は、市長をもって充てる。 

副本部長は、副市長及び教育長をもって充てる。 

本部員は、各指揮本部長、市民病院事務局長及び各地区防災拠点本部長を

もって充てる。 

（２）組織構成 

ア 災害対策本部 

本部長は、市長をもって充てる。 

副本部長は、副市長及び教育長をもって充てる。 

本部員は、教育次長、各指揮本部長、市民病院事務局長及び各地区防災拠点本

部長をもって充てる。 

1 3 29 １ 地区防災拠点本部機能の充実強化 

＜略＞ 

また、津波浸水想定区域に位置する片瀬市民センター及び鵠沼市民センタ

ー、並びに洪水浸水想定区域に位置する村岡公民館については、津波災害

時、あるいは洪水災害時には、他の公共施設等における代替機能の確保を図

る。 

１ 地区防災拠点本部機能の充実強化 

＜略＞ 

また、津波浸水想定区域に位置する片瀬市民センター及び鵠沼市民センター、

並びに洪水浸水想定区域に位置する藤沢公民館、村岡公民館については、津波災

害時、あるいは洪水災害時には、他の公共施設等における代替機能の確保を図

る。 

1 5 34 企画政策

部 

指揮本部 

1 関係機関及び他の地方公共団体への応援要請に関するこ

と。 

2 被害状況の県への報告に関すること。 

3 要配慮者のうち外国につながりのある人への支援及び関係

団体との連絡調整に関すること。 

4 震災復興計画の調整に関すること。 

5 空地情報の管理と活用に関すること。 

6 災害現場の写真記録に関すること。 

7 災害広報・情報周知に関すること。 

8 報道機関に対する情報の提供及び調整に関すること。 

9 災害視察者、見舞者等の来庁者の接遇に関すること。 

 

企画政策

部 

指揮本部 

1 関係機関及び他の地方公共団体への応援要請に関すること。 

 

2 被害状況の県への報告に関すること。 

3 要配慮者のうち外国人への支援及び関係団体との連絡調整に

関すること。 

4 震災復興計画の調整に関すること。 

5 空地情報の管理と活用に関すること。 

6 災害現場の写真記録に関すること。 

7 災害広報・情報周知に関すること。 

8 報道機関に対する情報の提供及び調整に関すること。 

9 災害視察者、見舞者等の来庁者の接遇に関すること。 
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章 節 頁 修正案 現行（最終修正：令和 6 年 1月 29 日） 

市民自治

部 

指揮本部 

1 臨時市民相談室の開設及び被災市民の相談に関すること。 

2 応急給水対策（調達及び搬送）に関すること。 

3 食料、生活物資等の配分の支援に関すること。 

4 要配慮者のうち外国につながりのある人であるものの相談

に関すること。 

5 地区防災拠点本部との連絡調整に関すること。 

6 安否情報の収集管理及び照会の対応に関すること。 

7 消費者保護に関すること。 
 

市民自治

部 

指揮本部 

1 臨時市民相談室の開設及び被災市民の相談に関すること。 

2 応急給水対策（調達及び搬送）に関すること。 

3 食料、生活物資等の配分の支援に関すること。 

4 要配慮者のうち外国人であるものの相談に関すること。 

 

5 地区防災拠点本部との連絡調整に関すること。 

6 安否情報の収集管理及び照会の対応に関すること。 

7 消費者保護に関すること。 

 

 



序論 

第 2部 

5 

 

章 節 頁 修正案 現行（最終修正：令和 6 年 1月 29 日） 

1 5 36 下水道部

指揮本部 

1 下水道の災害対策に関すること。 

2 災害危険箇所のパトロール及び応急対策に関すること。 

3 浄化センター、ポンプ場、管路の災害現場の応急対策並び

に被害及び損害額の調査に関すること。 

4 下水道の災害現場の写真撮影、記録等に関すること。 

5 浄化センター、ポンプ場、管路のパトロールに関するこ

と。 

 

教育部 

指揮本部 

1 学校施設の応急対策並びに被害及び損害額の調査に関する

こと。 

2 学校プール及びろ水機の管理並びに災害時の飲料水及び生

活用水の活用に関すること。 

3 指定避難所に従事する職員の招集の補助及び配備状況の把

握に関すること。 

4 指定避難所の応援に関すること。 

5 文教関係義援金及び救援物資の受理及び配分に関するこ

と。 

6 災害による応急教育活動並びに災害を受けた児童及び生徒

に係る学用品給与対策に関すること。 

7 教職員の動員に関すること。 

8 非常炊き出しの応援に関すること。 

9 要配慮者のうち児童生徒等の救援・保護に関すること。 
 

下水道部 

指揮本部 

1 下水道の災害対策に関すること。 

2 災害危険箇所のパトロール及び応急対策に関すること。 

3 浄化センター、ポンプ場、管渠等の災害現場の応急対策並び

に被害及び損害額の調査に関すること。 

4 下水道の災害現場の写真撮影、記録等に関すること。 

5 浄化センター、ポンプ場、管渠等のパトロールに関するこ

と。 

 

教育部 

指揮本部 

1 学校施設の応急対策並びに被害及び損害額の調査に関するこ

と。 

2 学校プール及びろ水機の管理並びに災害時の飲料水の活用に

関すること。 

3 指定避難所に従事する職員の招集の補助及び配備状況の把握

に関すること。 

4 指定避難所の応援に関すること。 

5 文教関係義援金及び救援物資の受理及び配分に関すること。 

 

6 災害による応急教育活動並びに災害を受けた児童及び生徒に

係る学用品給与対策に関すること。 

7 教職員の動員に関すること。 

8 非常炊き出しの応援に関すること。 

9 要配慮者のうち児童生徒等の救援・保護に関すること。 
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章 節 頁 修正案 現行（最終修正：令和 6 年 1月 29 日） 

1 7 40 表 2-3 配備体制 

配備時期 
配備体制 

配備区

分 地震津波対策 風水害・都市災害等対策 

 気象注意報又は警報が発 

表されるなど、災害の発生 

が予想されるも、警戒配備 

に至らないと判断したとき 

情報収集及び警戒

配備以上の体制に移

行するための連絡に

必要な最小限の人員

を配備する体制 

連絡配備 

1．市内で震度 4の地震を観

測したとき 

2．相模湾・三浦半島（気象庁

が定める津波予報区のうち

本市沿岸を含む予報区のこ

とをいう。以下同じ。）に津

波注意報が発表されたとき 

 

 

 

 

 

 

 

 

気象注意報又は警報が発 

表されるなど、災害の発生 

が予想されるも、事態の発 

生までに時間的余裕がある 

とき 

情報収集、連絡及

び危険箇所のパトロー

ル等、災害に対する警

戒体制をとるとともに、

状況によっては、1 号

配備に移行できる体制 

警戒配備 

市域に地震による小規模な

被害が発生したとき 

気象注意報又は警報が発 

表されるなど、災害の発生 

が予想され、警戒を必要と 

するとき 

小規模災害が発生

した場合に、対処しう

る人員を配備する体制 

1号配備 

表 2-3 配備体制 

配備時期 
配備体制 

配備区

分 地震津波対策 風水害・都市災害等対策 

 気象注意報又は警報が発 

表されるなど、災害の発生 

が予想されるも、警戒配備 

に至らないと判断したとき 

情報収集及び警戒

配備以上の体制に移

行するための連絡に

必要な最小限の人員

を配備する体制 

連絡配備 

1．市内で震度 4の地震を観

測したとき 

2．相模湾・三浦半島（気象庁

が定める津波予報区のうち

本市沿岸を含む予報区のこ

とをいう。以下同じ。）に津

波注意報が発表されたとき 

3．南海トラフ地震臨時情報

（調査中）が発表されたとき

（ただし、本市に大津波警

報又は津波警報が発表さ

れていない場合） 

4．南海トラフ地震臨時情報

（巨大地震注意）が発表さ

れたとき 

気象注意報又は警報が発 

表されるなど、災害の発生 

が予想されるも、事態の発 

生までに時間的余裕がある 

とき 

情報収集、連絡及

び危険箇所のパトロー

ル等、災害に対する警

戒体制をとるとともに、

状況によっては、1 号

配備に移行できる体制 

警戒配備 

市域に地震による小規模な

被害が発生したとき 

気象注意報又は警報が発 

表されるなど、災害の発生 

が予想され、警戒を必要と 

するとき 

小規模災害が発生

した場合に、対処しう

る人員を配備する体制 

1号配備 
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章 節 頁 修正案 現行（最終修正：令和 6 年 1月 29 日） 

1．市内で震度 5弱の地震を

観測したとき 

2．市域に地震による被害が

発生したとき 

3．相模湾・三浦半島に津波警

報が発表されたとき 

4．南海トラフ地震臨時情報

（巨大地震警戒）が発表さ

れたとき 

局地的な災害が発生し、又 

は発生するおそれがあると 

き 

 

災害発生とともに、

直ちに応急活動が開

始できる体制 

(動員命令を待つこ

となく、あらかじめ指定

された場所へ速やか

に参集するものとす

る。なお、相模湾・三浦

半島に津波警報が発

表されている場合は、

津波災害警戒区域に

ある施設に参集しては

ならない。)  

2号配備 

1．市内で震度 5強以上の地

震を観測したとき 

2．市域に地震による大規模な

被害が発生したとき 

3．相模湾・三浦半島に大津波

警報が発表されたとき 

1．特別警報が発表される

など、重大な危険が差し

迫ったとき 

2．市の全域に災害が発生

し、若しくは発生するおそ

れがあるとき又は局地的

であっても、被害が特に

甚大と予想されるとき 

動員可能な全職員

をもってあたるもので、

完全な非常体制とす

る。(動員命令を待つこ

となく、あらかじめ指定

された場所へ速やか

に参集するものとす

る。なお、相模湾・三浦

半島に大津波警報が

発表されている場合

は、津波災害警戒区

域にある施設に参集し

てはならない。) 

3号配備 

 

1．市内で震度 5弱の地震を

観測したとき 

2．市域に地震による被害が

発生したとき 

3．相模湾・三浦半島に津波警

報が発表されたとき 

4．南海トラフ地震臨時情報

（巨大地震警戒）が発表さ

れたとき 

局地的な災害が発生し、又 

は発生するおそれがあると 

き 

 

災害発生とともに、

直ちに応急活動が開

始できる体制 

(動員命令を待つこ

となく、あらかじめ指定

された場所へ速やか

に参集するものとす

る。なお、相模湾・三浦

半島に津波警報が発

表されている場合は、

津波災害警戒区域に

ある施設に参集しては

ならない。)  

2号配備 

1．市内で震度 5強以上の地

震を観測したとき 

2．市域に地震による大規模な

被害が発生したとき 

3．相模湾・三浦半島に大津波

警報が発表されたとき 

1．特別警報が発表される

など、重大な危険が差し

迫ったとき 

2．市の全域に災害が発生

し、若しくは発生するおそ

れがあるとき又は局地的

であっても、被害が特に

甚大と予想されるとき 

動員可能な全職員

をもってあたるもので、

完全な非常体制とす

る。(動員命令を待つこ

となく、あらかじめ指定

された場所へ速やか

に参集するものとす

る。なお、相模湾・三浦

半島に大津波警報が

発表されている場合

は、津波災害警戒区

域にある施設に参集し

てはならない。) 

3号配備 
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章 節 頁 修正案 現行（最終修正：令和 6 年 1月 29 日） 

2 1 44 １ 情報収集手段の確保・強化 

（１）情報収集システムの確保・強化 

市は、災害に関する情報を国・県、各種防災関係機関及び防災システム、

メディア、インターネット等から収集する。 

 

災害専用の情報収集手段として、衛星電話を市役所本庁舎に、MCA 無線を

防災センターのほか、地区防災拠点本部、指定避難所、防災関係機関等に設

置・整備する。 

また、NTT 鉄塔、江の島展望灯台、日本大学の高所カメラにより、可能な

範囲の監視体制を整備する。 

１ 情報収集手段の確保・強化 

（１）情報収集システムの確保・強化 

市は、災害に関する情報を県災害情報管理システム、県防災行政通信網、NHK 

横浜放送局、NTT 東日本、県警察、高所カメラ、気象情報システム、ラジオ、テ

レビ、インターネット等から収集する。 

災害専用の情報収集手段として、衛星電話を市役所本庁舎に、MCA 無線を防災

センターのほか、地区防災拠点本部、指定避難所、防災関係機関等に設置・整備

する。 

また、災害時における地域の被害状況を把握する手段としてテレビ会議システムを

各地区防災拠点本部及び健康医療部（保健所）指揮本部、市民病院指揮本部に設置

し、NTT 鉄塔、江の島展望灯台、日本大学の高所カメラにより、可能な範囲の監視体

制を整備する。 

2 2 45 第 2 節 情報提供ツールの整備・強化 

＜略＞ 

また、正確迅速な災害情報を提供するために平常時から情報提供ツールを

利用することは大きなメリットとなることから、防災情報をプッシュ通知す

るスマートフォンアプリに加え、防災行政無線の自動音声合成による迅速か

つ的確な情報配信体制の整備を進めるとともに、情報配信一元化に取り組

み、多様化する情報提供ツールの速やかな情報配信に努める。さらに、災害

時に通信回線がアクセス集中や停電、物理的損壊等により機能しない場合に

備え、新たな衛星通信ネットワークの整備等、情報通信環境の多重化を図っ

ていく。 

第 2 節 情報提供ツールの整備・強化 

＜略＞ 

また、正確迅速な災害情報を提供するために平常時から情報提供ツールを利用

することは大きなメリットとなることから、防災情報をプッシュ通知するスマー

トフォンアプリに加え、防災行政無線の自動音声合成による迅速かつ的確な情報

配信体制の整備を進めるとともに、情報配信一元化に取り組み、多様化する情報

提供ツールの速やかな情報配信に努める。 

2 2 45 また、既存のハザードマップを最新の情報に更新し、災害種別に応じたハ

ザードマップを充実させ、市民等への適切な情報提供を図っていく。 

このほか、市では、災害時における通信アクセス集中時の市民の通信手段の

確保として、Wi-Fi（公衆無線 LAN）を整備している。 

このほか、既存のハザードマップを最新の情報に更新するとともに、これまで

未作成だった高潮ハザードマップや内水氾濫ハザードマップなど、災害種別に応

じたハザードマップを充実させ、市民等への適切な情報提供を図っていく。 

市では、災害時における通信輻輳時の通信手段の確保として、Wi-Fi（公衆無

線 LAN）を整備している。 

 

2 2 46 １ 情報提供ツールの整備 １ 情報提供ツールの整備 
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章 節 頁 修正案 現行（最終修正：令和 6 年 1月 29 日） 

（１）ふじさわ防災ナビ 

＜略＞ 

（２）各種災害ハザードマップ等による情報提供 

ア 土砂災害・洪水ハザードマップ 

イ 高潮ハザードマップ 

ウ 内水氾濫ハザードマップ 

エ 津波ハザードマップ 

オ 揺れやすさマップ・液状化危険度マップ 

カ 地域危険度マップ 

（１）ふじさわ防災ナビ 

＜略＞ 

（２）各種災害ハザードマップ等による情報提供 

ア 土砂災害・洪水ハザードマップ 

 

 

イ 津波ハザードマップ 

ウ 揺れやすさマップ・液状化危険度マップ 

エ 地域危険度マップ 

2 

 

3 47 第 3 節 情報の共有 

災害対策本部、地区防災拠点本部及び防災関係機関が情報を迅速に収集・

伝達するとともに、災害情報を共有できる災害情報ネットワークの構築に努

める。 

１ 藤沢市各指揮本部・防災関係機関等との情報共有 

（１）藤沢市各指揮本部との情報共有 

災害対策本部会議において、各指揮本部で把握した情報は簡潔にまとめ報

告を行うことで、各指揮本部での共有を図る。本部事務局は、その報告内容

が共有できるよう報告書を作成し、文書での共有を図る。 

本部会議に指揮本部長や指揮本部連絡員が参加できない場合は WEB 会議シ

ステムを活用するほか、WEB 会議システムが使用できない場合は MCA 無線等

を活用し、情報を収集・集約した上で災害対策本部会議を開催し、その情報

共有を図る。 

第 3 節 情報の共有 

災害対策本部、地区防災拠点本部及び防災関係機関が情報を迅速に収集・伝達

するとともに、災害情報を共有できる災害情報ネットワークの構築に努める。 

１ 藤沢市各指揮本部・防災関係機関等との情報共有 

（１）藤沢市各指揮本部との情報共有 

災害対策本部会議において、各指揮本部で把握した情報は簡潔にまとめ報告を

行うことで、各指揮本部での共有を図る。本部事務局は、その報告内容が共有で

きるよう報告書を作成し、文書での共有を図る。 

本部会議に指揮本部長や指揮本部連絡員が参加できない場合はテレビ会議シス

テムを活用するほか、テレビ会議システムが使用できない場合は MCA 無線等を

活用し、情報を収集・集約した上で災害対策本部会議を開催し、その情報共有を

図る。 

4 1 51 第 1 節 医療救護活動体制の確立 

災害時に医療救護を必要とする負傷者（想定）に対して、緊急性に即応し

た具体的な対応を実現するには、情報の収集、分析、医療救護活動を実践す

るための体制の整備等が大変重要となる。そのため、医療救護対策本部の円

滑な運営に向け、同本部と災害対策本部事務局が平時から情報交換や訓練等

に努めるとともに、市と医師会、薬剤師会及び歯科医師会との連携を強化す

ることが必要であり、医療救護活動を統括する本部機能の位置づけ及び実行

可能な医療救護体制を確立する。 

第 1 節 医療救護活動体制の確立 

災害時に医療救護を必要とする負傷者（想定）に対して、緊急性に即応した具

体的な対応を実現するには、情報の収集、分析、医療救護活動を実践するための

体制の整備等が大変重要となる。そのため、市と医師会との連携を強化すること

が必要であり、医療救護活動を統括する本部機能の位置づけ及び実行可能な医療

救護体制を確立する。 



序論 

第 2部 

10 

 

章 節 頁 修正案 現行（最終修正：令和 6 年 1月 29 日） 

4 1 51 １ 医療救護対策本部の設置 

市は医師会、薬剤師会及び歯科医師会と連携し、一体化による情報収集、

処理及び判断機能の強化及び応急救護所、地域の医療機関、地域救護病院等

への支援、調整を行うため、医療救護対策本部を設置し、医療救護活動の総

合調整機能の確立を図る。 

＜略＞ 

１ 医療救護対策本部の設置 

市は医師会、薬剤師会等と連携し、一体化による情報収集、処理及び判断機能

の強化及び応急救護所、地域の医療機関、地域救護病院等への支援、調整を行う

ため、医療救護対策本部を設置し、医療救護活動の総合調整機能の確立を図る。 

＜略＞ 

4 2 53 １ 藤沢市 

市は、医療救護活動に関し、次のことを担当する。 

 

ア 医師会、薬剤師会及び歯科医師会の協力を得て、医療救護活動を実施す

る。 

＜略＞ 

 

１ 藤沢市 

市は、医療救護活動に関し、次のことを担当する。 

 

ア 医師会の協力を得て、医療救護活動を実施する。 

 

＜略＞ 

4 2 54 ４ 薬剤師会 

 

ア 市内の薬局における医薬品等の確保と活用にあたる。 

イ 薬剤師会会員は、指定された応急救護所に集結し、県等から搬送された 

医薬品等の分類及び医療施設への配分を行う。 

ウ 応急救護所、地域救護病院付近の薬局等で医薬品等の提供を行う。 

エ 災害薬事コーディネーターや医療関係者との連携を図る。 

４ 薬剤師会 

 

ア 市内の薬局における医薬品等の確保と活用にあたる。 

イ 薬剤師会会員は、指定された応急救護所に集結し、県等から搬送された医 

薬品等の分類及び医療施設への配分を行う。 

ウ 応急救護所、地域救護病院付近の薬局等で医薬品等の提供を行う。 

エ 医療関係者との連携を図る。 

6 1 60 （１）市民等への防災知識の普及 

大規模な災害が発生したときに的確な判断に基づき行動ができるよう、自

主防災組織のリーダーの災害対応能力の向上や、ＶＲ機能（仮想現実）と揺

れを連動させた最新技術により、リアルな体験ができる地震体験車を導入し

たことで、市民等へ、震度体験等により、地震時の適切な行動を体得する機

会を提供するなど、自治会・町内会を通して防災応急対策についての知識の

普及を図る。また、生涯学習活動の場における啓発にも努める。 

（１）市民等への防災知識の普及 

大規模な災害が発生したときに的確な判断に基づき行動ができるよう、自主防

災組織のリーダーの災害対応能力の向上や、市民等へ、最新のＶＲ（仮想現実）

などデジタル技術による体験ができる起震車による震度体験等を通して、地震時

の適切な行動を体得する機会を提供するなど、自治会・町内会を通して防災応急

対策についての知識の普及を図る。また、生涯学習活動の場における啓発にも努

める。 
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章 節 頁 修正案 現行（最終修正：令和 6 年 1月 29 日） 

6 1 60 市は、ホームページ等を通じて、防災に関する情報の普及啓発を図るとと

もに、チラシ、小冊子「ふじさわ防災ナビ～いま、わたしたちにできるこ

と。～」、ふじさわ防災ナビを利用したリーフレットやデジタルコンテンツ等

のほか、津波、土砂災害・洪水、高潮、内水氾濫等の各種ハザードマップの

配布などを通じて、市民一人ひとりや家庭ごとの防災知識の向上を図る。 

市は、ホームページ等を通じて、防災に関する情報の普及啓発を図るととも

に、チラシ、小冊子「ふじさわ防災ナビ～いま、わたしたちにできること。

～」、ふじさわ防災ナビを利用したリーフレットやデジタルコンテンツ等、津波

ハザードマップ、土砂災害・洪水ハザードマップの配布などにより、市民一人ひ

とりや家庭ごとの防災知識の向上を図る。また、令和 3 年度に指定された土砂

災害特別警戒区域について、ハザードマップやチラシを活用して周知していく。 

6 1 60 令和 6 年 4 月 1 日現在、神奈川県によって指定されている土砂災害警戒区

域 189 区域（うち土砂災害特別警戒区域 177 区域）の地域住民に対して、土

砂災害警戒区域の位置、情報の入手方法、避難方法等に関し、ハザードマッ

プやホームページ等を活用し周知を進める。 

令和 4 年 9 月 28 日現在、神奈川県によって指定されている土砂災害警戒区

域 189 区域（うち土砂災害特別警戒区域 179 区域）の地域住民に対して、土砂

災害警戒区域の位置、情報の入手方法、避難方法等に関し、ハザードマップやチ

ラシ等を活用し周知を進める。 

6 1 61 （２）津波防災に関する普及啓発 

市は、住民が津波による人的被害を軽減する方策は、津波災害警戒区域か

ら区域外への避難や高所への避難が基本となることを踏まえて、令和 3 年 3 

月に指定された津波災害警戒区域に基づく津波ハザードマップの配布や津波

浸水想定 CG の活用、電柱・カーブミラー等への標高・基準水位等の表示及び

津波避難に関する看板等の設置を進め、津波警報や避難情報、徒歩避難の原

則等、防災に関する様々な動向や情報等について、わかりやすく継続的に住

民に周知し、津波防災に関する知識の啓発を行う。 

（２）津波防災に関する普及啓発 

市は、住民が津波による人的被害を軽減する方策は、津波災害警戒区域から区

域外への避難や高所への避難が基本となることを踏まえて、令和 3 年 3 月に指

定された津波災害警戒区域に基づく津波ハザードマップの配布や津波浸水想定

CG の活用、電柱・カーブミラーへの海抜・標高表示及び津波避難に関する看板

等の設置を進め、津波警報や避難情報、徒歩避難の原則等、防災に関する様々な

動向や情報等について、わかりやすく継続的に住民に周知し、津波防災に関する

知識の啓発を行う。 

6 1 62 （１０）防災知識の普及における要配慮者への配慮 

防災知識の普及、訓練を実施する際、高齢者、障がい者、外国につながり

のある人、乳幼児、妊産婦等要配慮者に十分配慮し、地域において、要配慮

者を支援する体制が整備されるよう努めるとともに、被災時の男女のニーズ

の違い等男女双方の視点、ジェンダー平等に十分配慮するよう努めるものと

する。 

 

（１０）防災知識の普及における要配慮者への配慮 

防災知識の普及、訓練を実施する際、高齢者、障がい者、外国人、乳幼児、妊

産婦等要配慮者に十分配慮し、地域において、要配慮者を支援する体制が整備さ

れるよう努めるとともに、被災時の男女のニーズの違い等男女双方の視点、ジェ

ンダー平等に十分配慮するよう努めるものとする。 
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章 節 頁 修正案 現行（最終修正：令和 6 年 1月 29 日） 

6 2 63 （１）市立学校における防災教育の推進 

教育委員会は、地震対策の手引書（「地震－そのとき学校は－（2019 年改

訂版）」藤沢市教育委員会）に基づき、市立学校長に対し、児童生徒の退避・

保護等、災害発生後の災害応急対策等について、防災教育を実施するととも

に、保護者への周知を図るよう指導する。 

また、教職員の研修を充実し、防災教育に関する指導力や災害対応能力等

の向上を図る。 

市は、若年層を対象に防災啓発を図る小冊子「ふじさわ防災ナビＪｒ.」を

市内の中学生へ提供するとともに、効果的な活用に向けて、学校関係者との

意見交換を進めるなど、防災に関する学習機会創出を推進する取組を行う。 

（１）市立学校における防災教育の推進 

教育委員会は、地震対策の手引書（「地震－そのとき学校は－（2019 年改訂

版）」藤沢市教育委員会）に基づき、市立学校長に対し、児童生徒の退避・保護

等、災害発生後の災害応急対策等について、防災教育を実施するとともに、保護

者への周知を図るよう指導する。 

また、教職員の研修を充実し、防災教育に関する指導力や災害対応能力等の向

上を図る。 

市は、防災意識の若年層への浸透を図るため、地域のジュニア防災リーダーを

担う中学生に向けた啓発冊子を提供するなど、防災に関する学習機会創出を推進

する取組を行う。 

7 2 66 １ 市民が主体の防災訓練 

＜略＞ 

なお、訓練の実施にあたっては、高齢者、障がい者、外国につながりのあ

る人、乳幼児、妊産婦等要配慮者に十分配慮し、地域において、要配慮者を

支援する体制が整備されるよう努めるとともに、被災時の男女のニーズの違

い等男女双方の視点、ジェンダー平等に十分配慮するよう努めるものとす

る。 

１ 市民が主体の防災訓練 

＜略＞ 

なお、訓練の実施にあたっては、高齢者、障がい者、外国人、乳幼児、妊産婦

等要配慮者に十分配慮し、地域において、要配慮者を支援する体制が整備される

よう努めるとともに、被災時の男女のニーズの違い等男女双方の視点、ジェンダ

ー平等に十分配慮するよう努めるものとする。 

7 2 67 （２）津波対策訓練 

地震発生時に津波が想定されることから、津波警報等の早期伝達、早期避

難体制の確立を目的とした訓練を、市民との協働のもと、沿岸地域を中心に

実施する。 

（２）津波対策避難訓練 

地震発生時に津波が想定されることから、津波警報等の早期伝達、早期避難体

制の確立を目的とした訓練を、市民との協働のもと、沿岸地域を中心に実施す

る。 
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章 節 頁 修正案 現行（最終修正：令和 6 年 1月 29 日） 

2 1 77 表 1-1 想定地震の概要 

 大正型関東地震 

震源域 相模トラフ 

規模 M8.2 

本市にお

ける 

震度 

6 弱～7 

過去の 

活動状況 

相模トラフを震源域とするモーメントマグニチュード

8.2 の地震である。1923 年の大正関東地震を再現した地震

である。1703 年元禄地震も過去の地震として知られてい

る。 

地震発生

の 

可能性 

地震調査研究推進本部による長期評価では 30 年以内に発 

生する確率は、ほぼ 0～6%である。今後 100 年先頃には、 

地震発生の可能性が高くなっていると考えられる。 

（首都直下地震モデル検討会が平成 25 年度 12 月に発表した「首都直下の

Ｍ7 クラスの地震及び相模トラフ沿いのＭ8 クラスの地震等の震源断層モデ

ルと地震分布・津波高等に関する報告書」及び地震調査研究推進本部が令和

6 年 1 月に公表した「長期評価による地震発生確率値の更新について」よ

り） 

表 1-2 想定地震の概要 

 大正型関東地震 

震源域 相模トラフ 

規模 M8.2 

本市にお

ける 

震度 

6 弱～7 

過去の 

活動状況 

相模トラフを震源域とするモーメントマグニチュード

8.2 の地震である。1923 年の大正関東地震を再現した地震

である。1703 年元禄地震も過去の地震として知られてい

る。 

地震発生

の 

可能性 

地震調査研究推進本部による長期評価では 30 年以内に発 

生する確率は、ほぼ 0～6%である。今後 100 年先頃には、 

地震発生の可能性が高くなっていると考えられる。 

（首都直下地震モデル検討会が平成 25 年度 12 月に発表した「首都直下のＭ

7 クラスの地震及び相模トラフ沿いのＭ8 クラスの地震等の震源断層モデル

と地震分布・津波高等に関する報告書」及び地震調査研究推進本部が令和 5

年 1 月 13 日に公表した「長期評価による地震発生確率値の更新について」

より） 
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章 節 頁 修正案 現行（最終修正：令和 6 年 1月 29 日） 

2 2 79 ＜略＞ 

藤沢市では、この「津波浸水想定」をもとに本市沿岸における最大クラス

の津波となる「相模トラフ沿いの海溝型地震（西側モデル）」を津波避難体

制を整備するにあたっての最大クラスの津波と想定する。 

なお、想定地震の発生確率については、県の地域防災計画に則り、「相模

トラフ沿いの最大クラスの地震」を参考とし、文部科学省が設置した「地震

調査研究推進本部」が令和 6年 1 月に公表した「長期評価による地震発生確

率値の更新について」の評価結果を用いている。 

＜略＞ 

藤沢市では、この「津波浸水想定」をもとに本市沿岸における最大クラス

の津波となる「相模トラフ沿いの海溝型地震（西側モデル）」を津波避難体

制を整備するにあたっての最大クラスの津波と想定する。 

なお、想定地震の発生確率については、県の地域防災計画に則り、「相模

トラフ沿いの最大クラスの地震」を参考とし、文部科学省が設置した「地震

調査研究推進本部」が令和 5年 1 月に公表した「長期評価による地震発生確

率値の更新について」の評価結果を用いている。 

2 3 80 ２ 崖崩れ被害 

本市は、平坦部と丘陵地からなる都市で、台地及び丘陵地は市域の約 60％

を占め、丘陵末端部は、すべて崖状を呈している。また、最近の宅地造成に

より、人工的な崖も年々増加しているのが現状である。 

これらの崖の中で、傾斜度が 30 度以上かつ、高さが 5 メートル以上で崩

壊により危害が生ずるおそれのある人家が 5 戸以上ある、または 5 戸未満で

あっても官公署、学校、病院、旅館等に危害が生ずるおそれがある急傾斜地

崩壊危険区域（「急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律」（以下、

「急傾斜地法」という。）に基づく）は 19 区域が指定されている。また、

「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律」（以

下「土砂災害防止法」という。）に基づく土砂災害警戒区域 189 区域（うち

土砂災害特別警戒区域 177 区域）の指定がされている。 

２ 崖崩れ被害 

本市は、平坦部と丘陵地からなる都市で、台地及び丘陵地は市域の約 60％

を占め、丘陵末端部は、すべて崖状を呈している。また、最近の宅地造成に

より、人工的な崖も年々増加しているのが現状である。 

これらの崖の中で、土質、形状、湧水等の調査から、急傾斜地崩壊危険箇

所が 98 箇所存在する。 

そのうち、「急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律」（以下、「急

傾斜地法」という。）に基づく急傾斜地崩壊危険区域は 18 区域が指定され

ている。また、「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関

する法律」（以下「土砂災害防止法」という。）に基づく土砂災害警戒区域 

189 区域（うち土砂災害特別警戒区域 179 区域）の指定がされている。 
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章 節 頁 修正案 現行（最終修正：令和 6 年 1月 29 日） 

1 1 89 表 2-1 都市計画の概要 

①行政区域   6,956 ha 

②都市計画 

区域 

  6,956 ha 

③市街化区 

域 

  4,799 ha 

④市街化調

整区域 

  2,157 ha 

⑤地域地区    

 ア 用途地

域 

  

  （ア）第 1種低層住居専用地域 約 2,227 ha 

  （イ）第 2種低層住居専用地域  約 33 ha 

  （ウ）第 1種中高層住居専用地域 約 297 ha 

  （エ）第 2種中高層住居専用地域 約 83 ha 

  （オ）第 1種住居地域  約 719 ha 

  （カ）第 2種住居地域 約 196 ha 

  （キ）準住居地域 約 130 ha 

  （ク）近隣商業地域 約 158 ha 

  （ケ）商業地域 約 171 ha 

  （コ）準工業地域 約 293 ha 

  （サ）工業地域 約 124 ha 

  （シ）工業専用地域 約 368 ha 

表 2-1 都市計画の概要 

①行政区域   6,956 ha 

②都市計画

区域 

  6,956 ha 

③市街化区

域 

  4,754 ha 

④市街化調

整区域 

  2,202 ha 

⑤地域地区    

 ア 用途地

域 

  

  （ア）第 1種低層住居専用地域 約 2,196 ha 

  （イ）第 2種低層住居専用地域  約 33 ha 

  （ウ）第 1種中高層住居専用地域 約 297 ha 

  （エ）第 2種中高層住居専用地域 約 83 ha 

  （オ）第 1種住居地域  約 719 ha 

  （カ）第 2種住居地域 約 196 ha 

  （キ）準住居地域 約 130 ha 

  （ク）近隣商業地域 約 158 ha 

  （ケ）商業地域 約 171 ha 

  （コ）準工業地域 約 293 ha 

  （サ）工業地域 約 115 ha 

  （シ）工業専用地域 約 363 ha 
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章 節 頁 修正案 現行（最終修正：令和 6 年 1月 29 日） 

 イ 防火地域  約 30 ha 

 ウ 準防火地域  約 1,723 ha 

 エ 高度利用地区  約 2.5 ha 

 オ 景観地区 2地区 約 63 ha 

 カ 風致地区 5地区 約 584 ha 

⑥都市計画

道路 

 76路線 約 162.50 

km 

⑦都市計画

公園 

 192箇所 約 219.67 

ha 

⑧都市計画

緑地 

 5箇所 約 81.00 

ha 

（令和 6年 4月 1 日現在） 

 イ 防火地域  約 30 ha 

 ウ 準防火地域  約 1,723 ha 

 エ 高度利用地区  約 2 ha 

 オ 景観地区 2地区 約 63 ha 

 カ 風致地区 5地区 約 584 ha 

⑥都市計画

道路 

 76路線 約 162.50 

km 

⑦都市計画

公園 

 192箇所 約 219.67 

ha 

⑧都市計画

緑地 

 5箇所 約 81.00 

ha 

（令和 5年 4月 1日現在） 

1 2 94 
２ 公園・緑地の整備 

【現状】 

本市では、震災時の避難場所や防災活動拠点、復旧・復興拠点として、

また、延焼遮断空間としても重要な空間である公園や緑地の確保を進めて

きている。 

公園については、令和 6 年 4月 1 日現在、本市の管理による公園 317 箇

所（195.56ha）を開設している。また、合わせて市内には、神奈川県が管

理する県立公園が 3 箇所（44.6ha）開設されている。 

本市が管理する緑地については、11 箇所（13.79ha）を開設している。 

２ 公園・緑地の整備 

【現状】 

本市では、震災時の避難場所や防災活動拠点、復旧・復興拠点として、ま

た、延焼遮断空間としても重要な空間である公園や緑地の確保を進めてきて

いる。 

公園については、令和 5 年 4月 1 日現在、本市の管理による公園 316 箇所

（192.16ha）を開設している。また、合わせて市内には、神奈川県が管理す

る県立公園が 3 箇所（44.6ha）開設されている。 

本市が管理する緑地については、11 箇所（13.75ha）を開設している。 
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章 節 頁 修正案 現行（最終修正：令和 6 年 1月 29 日） 

上記公園 317 箇所のうち 12 公園を指定緊急避難場所（大規模火災）に指

定しており、指定緊急避難場所（大規模火災）の 1 つである八部公園は、

災害派遣部隊（自衛隊）宿営施設の受入場所としても指定している。 

上記公園 316 箇所のうち 12 公園を指定緊急避難場所（大規模火災）に指定

しており、指定緊急避難場所（大規模火災）の 1 つである八部公園は、災害

派遣部隊（自衛隊）宿営施設の受入場所としても指定している。 

1 3 98 
【現状】 

＜略＞ 

処理人口普及率（行政人口に対する処理可能な人口の比率）は令和 6 年

4 月 1 日現在、96.1％である。 

管路の整備延長は、汚水管は令和 6 年 4 月 1 日現在、1,187.7km、雨水管

は同じく 438.4km である。 

＜略＞ 

下水道施設の耐震化については、2 つの浄化センター内の重要施設や 15 

のポンプ場の耐震診断調査を平成 18 年度から実施してきている。管路につ

いては、平成 10 年度から耐震化に配慮した管渠工事を実施している。 

下水道施設については、地震時に倒壊しないというだけではなく、最低

限の下水処理機能が確保されていることが重要であるため、耐震化の考え

方も随時改められている。最新の耐震化基準による現在の下水処理施設の

状況は、相当数の施設の耐震化を図る必要がある。 

＜略＞ 

【課題】 

【現状】 

＜略＞ 

処理人口普及率（行政人口に対する処理可能な人口の比率）は令和 4 年度

末で 96.0％である。 

管渠の整備延長は、汚水管は令和 4 年度末で 1,184.7km、雨水管は同じく

437.4km である。 

＜略＞ 

下水道施設の耐震化については、2 つの浄化センター内の重要施設や 15 の

ポンプ場の耐震診断調査を平成 18 年度から実施してきている。下水道管渠に

ついては、平成 10 年度から耐震化に配慮した管渠工事を実施している。 

下水道施設については、地震時に倒壊しないというだけではなく、最低限

の下水処理機能が確保されていることが重要であるため、耐震化の考え方も

随時改められている。最新の耐震化基準による、現在の下水処理施設の状況

は、相当数の施設の耐震化を図る必要があるといえる。 

＜略＞ 

【課題】 
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章 節 頁 修正案 現行（最終修正：令和 6 年 1月 29 日） 

被災時において二次災害を防止し、下水道機能を最低限確保する必要が

ある。 

下水道施設の段階的な耐震化を図ること（防災）と、被災した場合の被

害の最小化を図ること（減災）が必要である。 

 

 

 

管路の液状化対策を推進する必要がある。 

東日本大震災を踏まえ、耐津波対策を推進する必要がある。 

大規模な震災に対しては、耐震化などハード対策のほかにも、被災して

からの被害や機能停止期間を最小限にする対策を平時から進める必要があ

る。 

災害の復旧及び下水道機能を最低限確保するために、必要な資機材や非

常用電源、燃料などを確保しておく必要がある。また、技術者の確保も重

要である。 

被災時において二次災害を防止し、最低限の基本的な下水道機能を確保す

る必要がある。 

下水道施設の段階的な耐震化を図ること（防災）と、被災した場合の被害

の最小化を図ること（減災）が必要である。 

被害情報の迅速な把握のため、管路施設や処理施設の諸データを蓄積した

台帳作成と、作成した台帳のバックアップデータの保管先を確保する必要が

ある。 

管渠及びマンホール等の液状化対策を推進する必要がある。 

東日本大震災を踏まえ、耐津波対策を推進する必要がある。 

地震災害時には、下水道機能の復旧に相当の時間がかかることから、復旧

するまでの使用制限周知や汚水対策について、事前に対策を立てておく必要

がある。 

災害復旧や最低限必要な機能維持のために、必要な資機材や非常用電源、

燃料などを確保しておく必要がある。また、技術者の確保も重要である。 

1 3 99 
【取組の方向】 

ふじさわ下水道ビジョンに基づく総合的な地震対策を推進する。 

市民生活に不可欠な下水道機能を最低限確保するために、必要な施設の

耐震診断・耐震化を進める。 

防災拠点等の重要度が高い管路の耐震化を進める。 

 

【取組の方向】 

ふじさわ下水道ビジョンに基づく総合的な地震対策を推進する。 

・市民生活に不可欠な下水道機能を最低限確保するために、必要な施設の

耐震診断・耐震化を進める。 

・防災拠点等の機能を確保するなど、重要度が高い管路等の耐震化を進め

る。 
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章 節 頁 修正案 現行（最終修正：令和 6 年 1月 29 日） 

被害の最小化と早期復旧に向けて、下水道台帳等の情報管理を推進す

る。 

＜略＞ 

【主な事業】 

（１）下水道の地震対策の推進 

＜略＞ 

ウ 緊急輸送道路を縦横断する管路や主要な幹線管路のうち、液状化しや

すい地区から、順番にマンホールの浮上防止対策工事を進める。 

エ 下水道管路については、管路埋戻し部の液状化対策や可とう性を有す

る継ぎ手の採用等による耐震化を進める。また指定避難所からの流末枝線

管路の耐震化を進める。 

オ 幹線管路のネットワークや主たるポンプ場からの圧送管増補ルートに

関する検討を進める。 

 

・被害の最小化と早期復旧に向けて、下水道台帳等の情報管理を推進す

る。 

＜略＞ 

【主な事業】 

（１）下水道の地震対策の推進 

＜略＞ 

ウ 緊急輸送道路を縦横断する管渠や主要な幹線管渠のうち、液状化しやす

い地区から、順番にマンホールの浮上防止対策工事を進める。 

エ 下水道管渠については、管路埋戻し部の液状化対策や可とう性を有する

継ぎ手の採用等による耐震化を進める。また指定避難所からの流末枝線管渠

の耐震化等を進める。 

オ 幹線管渠のネットワークや主たるポンプ場からの圧送管増補ルートに関

する検討を進める。 

1 5 103 
【現状】 

② 急傾斜地崩壊危険区域について 

 

 

急傾斜地崩壊危険区域は、傾斜度が 30 度以上かつ、高さが 5 メートル以

上で崩壊により危害が生ずるおそれのある人家が 5 戸以上ある、または 5

戸未満であっても官公署、学校、病院、旅館等に危害が生ずるおそれがあ

【現状】 

② 急傾斜地崩壊危険区域について 

急傾斜地崩壊危険箇所は、平成 11 年から 2 年間にわたって神奈川県が実

施した危険箇所調査によれば、市内では 98 箇所となっている。 

急傾斜地崩壊危険区域は、この急傾斜地崩壊危険箇所の中から、急傾斜地

の崩壊による災害の防止に関する法律（以下「急傾斜地法」という。）に基づ

き、県知事が市長の意見を聴いて指定する。 



各論Ⅰ  

第 2 部 

20 
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る区域の中から、急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（以下

「急傾斜地法」という。）に基づき、県知事が市長の意見を聴いて指定す

る。 

＜略＞ 

令和 6 年 4 月 1 日現在の急傾斜地崩壊危険区域指定場所は、19 区域で

あり、すべて概成している。 

 

 

 

 

＜略＞ 

令和 3 年度末現在の急傾斜地崩壊危険区域指定場所は、18 区域である。う

ち崩壊防止工事概成区域は 16 区域である。 

1 5 104 ①  土砂災害警戒区域等について 

＜略＞ 

令和 6 年 4 月 1 日現在、神奈川県によって土砂災害警戒区域 189 区域

（うち土砂災害特別警戒区域 177 区域）が指定されている。 

④ 宅地造成工事規制区域について 

宅地造成工事規制区域は、旧宅地造成等規制法に基づき、宅地造成に伴

い崖崩れや土砂の流出による災害が生じるおそれが大きい市街地等の区域

を、県知事が市長の意見を聴いて指定する。 

宅地造成工事規制区域は、昭和 37 年、旧宅地造成等規制法に基づき、

片瀬地区 180.4ha、村岡地区 364.6ha、善行地区 96.5ha、藤沢地区 63.3ha 

が指定されている。 

③ 土砂災害警戒区域等について 

＜略＞ 

令和 4 年 9 月 28 日現在、神奈川県によって土砂災害警戒区域 189 区域

（うち土砂災害特別警戒区域 179 区域）が指定されている。 

④ 宅地造成工事規制区域について 

宅地造成工事規制区域は、宅地造成等規制法に基づき、宅地造成に伴い崖

崩れや土砂の流出による災害が生じるおそれが大きい市街地等の区域を、県

知事が市長の意見を聴いて指定する。 

宅地造成工事規制区域は、昭和 37 年、宅地造成等規制法に基づき、片瀬地

区 180.4ha、村岡地区 364.6ha、善行地区 96.5ha、藤沢地区 63.3ha が指定さ

れている。 

1 5 105 
【主な事業】 

２ 崖崩れ予防対策等 

【主な事業】 

２ 崖崩れ予防対策等 
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急傾斜地法、土砂災害防止法、旧宅地造成等規制法の各法令に基づき、

ハード及びソフト対策による安全性の向上を図る。 

＜略＞ 

（３）旧宅地造成等規制法に基づく対応 

宅地造成工事規制区域で行われる宅地造成工事の許可・指導・監督・検

査等を実施するとともに、災害防止上必要があるときには、同法による宅

地保全の努力義務の規定に基づき、宅地所有者等に対して改善等の指導を

行う。 

急傾斜地法、土砂災害防止法、宅地造成等規制法の各法令に基づき、ハー

ド及びソフト対策による安全性の向上を図る。 

＜略＞ 

（３）宅地造成等規制法に基づく対応 

宅地造成工事規制区域で行われる宅地造成工事の許可・指導・監督・検査

等を実施するとともに、災害防止上必要があるときには、同法による宅地保

全の努力義務の規定に基づき、宅地所有者等に対して改善等の指導を行う。 

2 4 114 
【課題】 

神奈川県地震被害想定調査の結果により、避難者数が大幅に増加したこ

とを受けて、備蓄資機材の数量の増加、品目の追加に対応するため防災備

蓄機能の充実を図っている。 

また、設置から約 20 年を経過している倉庫も多く、津波災害警戒区域

内にもいくつかの倉庫があるため、全体の更新計画の策定を進めていく。 

【課題】 

神奈川県地震被害想定調査の結果により、避難者数が大幅に増加したこと

を受けて、備蓄資機材の数量の増加、品目の追加に対応するため防災備蓄機

能の充実を図る必要がある。 

また、設置から約 20 年を経過している倉庫も多く、津波災害警戒区域内に

もいくつかの倉庫があるため、全体の更新計画の策定を進めている。 

2 4 114 
【取組の方向】 

災害時の迅速な被災者支援や良好な生活環境の確保に向け、食料、生活

物資、応急給水資機材及び防災用資機材等の備蓄を実施するとともに、防

災備蓄倉庫及び防災備蓄資機材を最適配置するほか、新たな防災空間とし

て、防災広場等の拡充に努める。また、地震、津波時に孤立化が予想され

る江の島島内に備蓄資機材の整備の検討を進める。要配慮者、女性の視点

を取り入れた備蓄品の整備を実施する。 

【取組の方向】 

災害時の市民生活を確保するため、食料、生活物資、応急給水資機材及び

防災用資機材等の備蓄を実施しており、今後もより一層これらの備蓄倉庫、

備蓄品の整備を実施する。また、地震、津波時に孤立化が予想される江の島

島内に備蓄資機材の整備の検討を進める。要配慮者、女性の視点を取り入れ

た備蓄品の整備を実施する。 
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4  118 
【課題】 

津波からの迅速かつ確実な避難を実現するため、地域の実情を踏まえ

て、避難場所、避難路の確保等が必要になる。 

津波からの避難の視点等を踏まえて、まちづくりを進めていく必要があ

る。 

平成 26 年度に策定し、令和 4 年度に見直しを行った藤沢市津波避難計

画については、要配慮者や観光客など対策の充実を図るとともに津波対策

訓練で明らかになった課題や津波防災対策の実施状況等を踏まえ、必要に

応じて修正する必要がある。 

＜略＞ 

【取組の方向】 

＜略＞ 

市民等の迅速かつ適切な避難行動が行えるように、津波警報等の伝達体

制の整備、伝達手段、津波避難施設の整備を進めるとともに、継続的な普

及啓発活動や実効性のある津波対策訓練により、沿岸住民、海岸利用者等

への津波防災知識の普及を図る。 

【課題】 

津波からの迅速かつ確実な避難を実現するため、地域の実情を踏まえて、

避難場所、避難路の確保等が必要になる。 

津波からの避難の視点等を踏まえて、まちづくりを進めていく必要があ

る。 

平成26 年度に策定し、平成30 年度に見直しを行った藤沢市津波避難計画

については、要配慮者や観光客など対策の充実を図るとともに津波避難訓練

で明らかになった課題や津波防災対策の実施状況等を踏まえ、必要に応じて

修正する必要がある。 

＜略＞ 

【取組の方向】 

＜略＞ 

市民等の迅速かつ適切な避難行動が行えるように、津波警報等の伝達体制

の整備、伝達手段、津波避難施設の整備を進めるとともに、継続的な普及啓

発活動や実効性のある津波避難訓練により、沿岸住民、海岸利用者等への津

波防災知識の普及を図る。 

4  120 
【主な事業】 

３ 津波避難施設の整備 

＜略＞ 

津波災害警戒区域内の行政関係施設、公共施設及び空地等については、

機会を捉えて津波避難施設として新設又は増改築並びに活用提供するほ

か、屋上へ避難できる階段や手すりの整備等避難のための対応を進める 

【主な事業】 

３ 津波避難施設の整備 

＜略＞ 

津波災害警戒区域内の行政関係施設、公共施設及び空地等については、機

会を捉えて津波避難施設として新設又は増改築並びに活用提供するほか、市
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＜略＞ 

６ 要配慮者対策 

新たに津波災害警戒区域に福祉施設等を設置する場合は、施設内避難が

できるように、その対策を講じるものとする。 

津波災害警戒区域内の福祉施設等の管理者は、地震・津波発生時に迅

速・的確な対応を行うため、施設における避難確保計画を作成、避難訓練

を実施し、入所者の安全対策の強化を行うとともに、緊急連絡体制の確保

や地域住民、自主防災組織等との連携に努める。 

 

 

 

が今後作成する計画に基づき屋上へ避難できる階段や手すりの整備等避難の

ための対応を進める 

＜略＞ 

６ 要配慮者対策 

新たに津波災害警戒区域に福祉施設等を設置する場合は、施設内避難がで

きるように、その対策を講じるものとする。 

津波災害警戒区域内の福祉施設等の管理者は、地震・津波発生時に迅速・

的確な対応を行うため、施設における避難確保計画を作成、避難訓練を実施

し、入所者の安全対策の強化を行うとともに、緊急連絡体制の確保や地域住

民、自主防災組織等との連携に努める。 

津波災害警戒区域が指定されたときは、区域内の要配慮者利用施設に対し

て円滑かつ迅速な避難の確保を図る。 

4  121 
９ 津波対策訓練の実施 

訓練の実施にあたっては、最大クラスの津波やその到達時間等を十分に

配慮し、津波災害警戒区域の外に避難するのか津波避難ビルに避難するの

かを地域の実情に応じて設定するなど、具体的かつ実践的な訓練を実施す

る。 

 

 

９ 津波対策避難訓練の実施 

訓練の実施にあたっては、最大クラスの津波やその到達時間等を十分に配

慮し、津波災害警戒区域の外に避難するのか津波避難ビルに避難するのかを

地域の実情に応じて設定するなど、具体的かつ実践的な訓練を実施する。 
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5 1 122 
１ はじめに 

江の島においては、大規模地震発生時には孤立するおそれがあることか

ら、江の島の住民のほか、年間数百万人の観光客や多くのマリンレジャー

愛好者が来島していることを踏まえ、地域住民、観光客及びマリンレジャ

ー愛好者の身体、生命及び財産の保護及び津波による被害を極限に抑える

ための安全対策を推進する必要がある。 

１ はじめに 

江の島においては、大規模地震発生時には孤立するおそれがあることか

ら、江の島の住民のほか、年間約 700 万人の観光客や多くのマリンレジャー

愛好者が来島していることを踏まえ、地域住民、観光客及びマリンレジャー

愛好者の身体、生命及び財産の保護及び津波による被害を極限に抑えるため

の安全対策を推進する必要がある。 

5 1 123 
２ 江の島の現況 

（１）地理的地形的条件 

＜略＞ 

島の植生については、照葉樹林とよばれる常緑広葉樹林に覆われてい

る。主要な樹種は、スダジイ、タブノキ、クスノキなどである。島の森林

は 1988 年に、かながわの美林 50 選に選定されている。頂上部にある江の

島サムエル・コッキング苑のツバキは、1994 年に「かながわの花の名所

100 選」に選定されている。 

（２）人口及び観光客 

＜略＞ 

観光客数は平成 23 年は東日本大震災の影響で前年より減少している

が、平成 22 年、24 年は年間約 1500 万人強である。令和 5 年の統計をみ

ると、観光客総数 19,608 千人、その内日帰り客数は 18,952千人であり、

圧倒的に日帰り客が多い。また、7、8 月の夏期は 4,779 千人、江の島サム

エル・コッキング苑利用者数は 1,397,869 人である。 

（３）建物、道路及び土地利用に関して 

２ 江の島の現況 

（１）地理的地形的条件 

＜略＞ 

島の植生については、照葉樹林とよばれる常緑広葉樹林に覆われている。

主要な樹種は、スダジイ、タブノキ、クスノキなどである。島の森林は 1988 

年に、かながわの美林 50 選に選定されている。頂上部にあるサムエルコッキ

ング苑のツバキは、1994 年に「かながわの花の名所 100 選」に選定されてい

る。 

（２）人口及び観光客 

＜略＞ 

観光客数は平成 23 年は東日本大震災の影響で前年より減少しているが、平

成 22 年、24 年は年間約 1500 万人強である。令和元年の統計をみると、観

光客総数 19,299 千人、その内日帰り客数は 18,718 千人であり、圧倒的に日

帰り客が多い。また、7、8 月の夏期は 5,210 千人、江の島サムエルコッキン

グ苑利用者数は 808,825 人である。 

（３）建物、道路及び土地利用に関して 
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＜略＞ 

島の樹林と崖地を含む山地区（江の島 2 丁目）は、神社、観光施設（江

の島サムエル・コッキング苑、岩屋、稚児ヶ淵レストハウスなど）、民

宿、店舗及び住宅から形成される。参道から頂上部、奥津の宮へ至る道路

は、市道片瀬 358 号線である。 

 

＜略＞ 

島の樹林と崖地を含む山地区（江の島 2 丁目）は、神社、観光施設（サム

エルコッキング苑、岩屋、稚児ヶ淵レストハウスなど）、民宿、店舗及び住

宅から形成される。参道から頂上部、奥津の宮へ至る道路は、市道片瀬 358 

号線である。 

5 1 124 （４）交通環境 

＜略＞ 

島内には公共の有料駐車場が 4 か所あるが、収容台数は約 1,000 台程度

であり、休日には不足しているのが現状である。 

・江の島なぎさ駐車場 327 台 

・観光協会江の島駐車場 普通車 74 台 大型バス 10 台 

・湘南港臨港道路附属駐車場 普通車 320 台 大型車 5 台 

・江の島かもめ駐車場 普通車 314 台 バス 34 台 

（４）交通環境 

＜略＞ 

島内には公共の有料駐車場が 4 か所あるが、収容台数は約 900 台程度であ

り、休日には不足しているのが現状である。 

・江の島なぎさ駐車場 327 台 

・観光協会江の島駐車場 普通車 74 台 大型バス 10 台 

・湘南港臨港道路附属駐車場 普通車 320 台 大型車 5 台 

・江の島かもめ駐車場 普通車 188 台 バス 14 台 
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2 2 130 ＜略＞ 

【取組の方向】 

衛星電話、インターネット、防災行政無線、防災ラジオその他の多様な通

信手段の整備などにより、国・県、企業、報道機関、住民からの情報など多

様な災害関連情報等の収集・提供体制の整備に努める。 

＜略＞ 

【主な事業】 

＜略＞ 

３ 被災者支援に関する情報システムの構築 

被災者支援に関する情報システムの構築は、大規模災害時の対口支援の受

入れを念頭に被災地で活用実績があり、他市等での導入実績が多く、また住

民基本台帳等と連携することで、被災者支援を総合的に管理できるシステム

を事前準備として整備し、その活用が図れるように努める。 

＜略＞ 

【取組の方向】 

衛星携帯電話、衛星電話、インターネット、防災行政無線、防災ラジオそ

の他の多様な通信手段の整備などにより、国・県、企業、報道機関、住民か

らの情報など多様な災害関連情報等の収集・提供体制の整備に努める。 

＜略＞ 

【主な事業】 

＜略＞ 

３ 被災者支援に関する情報システムの構築 

被災者支援に関する情報システムの構築は、阪神・淡路大震災を教訓とし

て整備された被災者支援システムを事前準備として整備し、その活用が図れ

るように努める。 

4  136 ５ 医薬品等の確保対策 

災害時用の医薬品等については、市民病院に 3 日分、薬事センターに 3 

日分を備蓄する。 

市は、災害時に医薬品等を確保するため、企業等と災害時における医療品

等の供給に関する協定の締結を進めるとともに、他自治体に対して、災害時

相互応援協定の締結を進める。 

また、薬剤師会は、日ごろから市内の薬局や災害薬事コーディネーターと

連携し、災害時に医薬品等の在庫が活用できるよう努める。 

５ 医薬品等の確保対策 

災害時用の医薬品等については、市民病院に 3 日分、薬事センターに 3 

日分を備蓄する。 

市は、災害時に医薬品等を確保するため、企業等と災害時における医療品

等の供給に関する協定の締結を進めるとともに、他自治体に対して、災害時

相互応援協定の締結を進める。 

また、薬剤師会は、日ごろから市内の薬局と連携し、災害時に医薬品等の

在庫が活用できるよう努める。 
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6  140 【取組の方向】 

＜略＞ 

車中泊やテント泊など指定避難所以外の場所への避難について、国や県の

動向を注視しながら、キャンピングカーや民間大規模商業施設の駐車場等の

活用の推進を図る等、対策を検討していくとともに、新たな指定避難所の確

保に努める。 

指定避難所や指定緊急避難場所となる施設については、必要に応じ、良好

な生活環境を確保するために、換気、照明、空調設備等の施設の整備や停電

対応に配慮するとともに、キッチンカーを活用した温食提供に努めるものと

する。また、感染症対策について、感染症患者が発生した場合の対応を含

め、平常時から本部事務局と健康医療部（保健所）指揮本部が連携して、必

要な場合には、ホテルや旅館等の活用等を含めて検討するよう努めるものと

する。 

【取組の方向】 

＜略＞ 

車中泊やテント泊など指定避難所以外の場所への避難について、国や県の

動向を注視しながら、キャンピングカーや民間大規模商業施設の駐車場等の

活用の推進を図る等、対策を検討していくとともに、新たな指定避難所の確

保に努める。 

指定避難所や指定緊急避難場所となる施設については、必要に応じ、良好

な生活環境を確保するために、換気、照明等の施設の整備や、キッチンカー

を活用した温食提供に努めるものとする。また、感染症対策について、感染

症患者が発生した場合の対応を含め、平常時から本部事務局と健康医療部

（保健所）指揮本部が連携して、必要な場合には、ホテルや旅館等の活用等

を含めて検討するよう努めるものとする。 

6  143 
５ 指定避難所運営への対策 

＜略＞ 

指定避難所においては、避難所の開設後、速やかにパーティションや簡易

ベッドの設置などの居住環境を確保するとともに、女性や子ども等に対する

性暴力・ＤＶの発生を防止するために、女性用と男性用のトイレを離れた場

所に設置する、トイレ・更衣室・入浴施設等は昼夜問わず安心して使用でき

る場所に設置する、照明を増設する、性暴力・ＤＶについての注意喚起のた

めのポスターを掲載するなど、女性や子ども等の安全に配慮するとともに、

警察、病院、女性支援団体との連携の下、被害者への相談窓口情報の提供を

行うよう努めるものとする。また、要配慮者（高齢者、障がい者、妊産婦、

５ 指定避難所運営への対策 

＜略＞ 

指定避難所においては、女性や子ども等に対する性暴力・ＤＶの発生を防

止するために、女性用と男性用のトイレを離れた場所に設置する、トイレ・

更衣室・入浴施設等は昼夜問わず安心して使用できる場所に設置する、照明

を増設する、性暴力・ＤＶについての注意喚起のためのポスターを掲載する

など、女性や子ども等の安全に配慮するとともに、警察、病院、女性支援団

体との連携の下、被害者への相談窓口情報の提供を行うよう努めるものとす

る。また、要配慮者（高齢者、障がい者、妊産婦、乳幼児、外国人等）な
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乳幼児、外国につながりのある人等）など、特に支援が必要となる方への配

慮や要配慮者向けスペースの設置に努めるものとする。 

加えて、一時的な避難者の増大を想定した他施設への移動調整を考慮する

ことや、スフィア基準等を参考とした段階的な避難所運営の質の向上など、

避難所における良好な生活環境の確保について注意をはらい、常に良好なも

のとするよう努めるものとする。 

ど、特に支援が必要となる方への配慮や要配慮者向けスペースの設置に努め

るものとする。 

 

加えて、一時的な避難者の増大を想定した他施設への移動調整を考慮する

ことや、スフィア基準等を参考とした段階的な避難所運営の質の向上など、

生活環境に注意をはらい、常に良好なものとするよう努めるものとする。 

8  149 
【現状】 

災害時に配慮を要する対象として、難病者、人工透析患者、精神障がい

者、発達障がい者、妊婦・乳幼児、高齢者、身体障がい者、知的障がい者、

未就学児童、児童生徒、外国につながりのある人及び災害により負傷し、自

立歩行が困難になった者等が挙げられる。 

＜略＞ 

避難行動要支援者に関する情報について、関係部課での共有に努めるとと

もに、住所・氏名等の基本的な情報については、自主防災組織等や民生委

員・児童委員などに対して情報の提供を行っている。 

＜略＞ 

【課題】 

支援が必要な高齢者等については、「避難行動要支援者避難支援プラン全

体計画」に基づいて、市民センター・公民館と民生委員・児童委員、自主防

災組織等関係機関及び地域住民との更なる連携が必要になる。 

＜略＞ 

【現状】 

災害時に配慮を要する対象として、難病者、人工透析患者、精神障がい

者、発達障がい者、妊婦・乳幼児、高齢者、身体障がい者、知的障がい者、

未就学児童、児童生徒、外国人及び災害により負傷し、自立歩行が困難にな

った者等が挙げられる。 

＜略＞ 

避難行動要支援者に関する情報について、関係部課での共有に努めるとと

もに、住所・氏名等の基本的な情報については、自主防災組織等や民生委員

児童委員などに対して情報の提供を行っている。 

＜略＞ 

【課題】 

支援が必要な高齢者等については、「避難行動要支援者避難支援プラン全

体計画」に基づいて、市民センター・公民館と民生委員児童委員・自主防災

組織等関係機関及び地域住民との更なる連携が必要になる。 

＜略＞ 
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個別避難計画の作成数を増やすため、自主防災組織や民生委員・児童委

員、関係機関等と連携し、個別避難計画の作成に努める必要がある。 

個別避難計画の作成率向上に向け、自主防災組織や民生委員児童委員、関

係機関等と連携し、個別避難計画の作成に努める必要がある。 

8  150 
【取組の方向】 

＜略＞ 

市は、個別避難計画の作成数を増やすため、災害時に自力避難が困難な要

支援者に対して、福祉専門職による災害時のケアプランの作成を進める等、

関係機関等が一層連携して取り組むとともに、避難行動要支援者名簿を活用

した避難支援を実効性のあるものとするため、地域団体等との協力体制の構

築を図る。 

【取組の方向】 

＜略＞ 

市は、個別避難計画の作成に向けて、庁内横断的連携により取り組むとと

もに、地域団体等との協力体制の構築を図る。 

8  151 
（２）民生委員・児童委員の役割 

＜略＞ 

（４）福祉施設、福祉サービス事業者の役割 

＜平常時＞ 

ア 在宅の要配慮者の避難支援の協力 

イ 要配慮者への避難支援体制を推進するための福祉避難所（二次）と 

しての協定締結への協力 

ウ 災害発生後も継続して福祉サ－ビスを提供できる体制づくり 

※令和 6 年 4 月 1 日から介護保険制度により介護事業所等に係る業

務継続計画（BCP）の策定等が義務化された。 

エ 施設職員等の防災教育の徹底 

（２）民生委員児童委員の役割 

＜略＞ 

（４）福祉施設、福祉サービス事業者の役割 

＜平常時＞ 

ア 在宅の要配慮者の避難支援の協力 

イ 要配慮者への避難支援体制を推進するための福祉避難所（二次）とし

ての協定締結への協力 

ウ 災害発生後も継続して福祉サ－ビスを提供できる体制づくり 

 

 

エ 施設職員等の防災教育の徹底 
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8  152 
２ 避難行動要支援者避難支援対策 

＜略＞ 

また、市は、必要に応じて、同法第 49 条の 11 第 2 項の規定に基づき、

避難行動要支援者本人の同意を得た上で、災害の発生に備え、避難支援等の

実施に必要な限度で、避難支援等関係者（自主防災組織、自治会・町内会、

民生委員・児童委員、消防局、警察）に対し、同意をした避難行動要支援者

に係る名簿情報を提供するものとする。 

２ 避難行動要支援者避難支援対策 

＜略＞ 

また、市は、必要に応じて、同法第 49 条の 11 第 2 項の規定に基づき、

避難行動要支援者本人の同意を得た上で、災害の発生に備え、避難支援等の

実施に必要な限度で、避難支援等関係者（自主防災組織、自治会・町内会、

民生委員児童委員、消防局、警察）に対し、同意をした避難行動要支援者に

係る名簿情報を提供するものとする。 

8  154 
（ア）ひとり暮らし高齢者（75 歳以上）・高齢者のみ世帯（75 歳以上） 

家屋の倒壊、家具の転倒などで閉じ込められた場合、安否確認をする家族

等が身近にいないため、取り残されるおそれがある。家族等に代わる安否確

認が大切なため、自治会・町内会、自主防災組織、民生委員・児童委員とい

った地域住民等による安否確認の協力を得られる体制が必要となる。 

（ア）ひとり暮らし高齢者（75 歳以上）・高齢者のみ世帯（75 歳以上） 

家屋の倒壊、家具の転倒などで閉じ込められた場合、安否確認をする家族

等が身近にいないため、取り残されるおそれがある。家族等に代わる安否確

認が大切なため、自治会・町内会、自主防災組織、民生委員児童委員といっ

た地域住民等による安否確認の協力を得られる体制が必要となる。 

8  155 
（５）外国につながりのある人への対策 

言語、生活習慣、防災意識の異なる外国につながりのある人が、災害発生

時に迅速かつ的確な避難行動をとれるように、普段から広報体制、防災知識

の普及活動に努め、外国につながりのある人等の支援体制の強化を図る。 

＜略＞ 

ア 外国につながりのある人 

（５）外国人への対策 

言語、生活習慣、防災意識の異なる外国人が、災害発生時に迅速かつ的確

な避難行動をとれるように、普段から広報体制、防災知識の普及活動に努

め、外国人等の支援体制の強化を図る。 

＜略＞ 

ア 外国人 
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日本語を十分理解できない場合がある。 日本語を十分理解できない場合がある。 

9  157 
【現状】 

＜略＞ 

また、災害時に必要な生活用水確保のため、学校教育において使用しない

プール水の利用や指定防災井戸の指定を進めている。 

【現状】 

＜略＞ 

また、災害時に必要な生活用水確保のため、指定防災井戸の指定を進めて

いる。 

9  158 
１ 飲料水、生活用水の確保 

＜略＞ 

プールの管理者（市立小・中学校は教育委員会、その他の施設にあっては

施設管理者）は、清掃や破損等の特別な場合を除き、災害の発生に備えて常

にプールを満水にしておく。 

市は、ろ水機等をプールに配備する。 

１ 飲料水、生活用水の確保 

＜略＞ 

プールの管理者（市立小・中学校は教育委員会、その他の施設にあっては

施設管理者）は、清掃等の特別な場合を除き、災害の発生に備えて常にプー

ルを満水にしておく。 

市は、ろ水機等をプールに配備する。 

市は、県が行う江の島の給水設備の更新に合わせて災害時に備えた給水確

保を検討する。 

11 1 162 
２ 学校等施設・設備の安全性の確保 

＜略＞ 

学校は、プール及び貯水槽について、消火用及び緊急飲料水、生活用水と

して常時貯水しておく。 

２ 学校等施設・設備の安全性の確保 

＜略＞ 

学校は、プール及び貯水槽について、消火用及び緊急飲料水として常時貯

水しておく。 
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11 1 162 ４ 防災教育の充実 

県教育委員会等が作成する防災教育指導資料や津波防災に関する指導資料

を活用し、防災教育の充実を図る。 

また、教職員の防災教育に関する指導力や災害対応能力を高めるため、研

修会を実施し、防災意識の普及を図る。 

４ 防災教育の充実 

県教育委員会等が作成する防災教育指導資料や津波防災に関する指導資料

を活用し、防災教育の充実を図る。 

 

12  167 
８ 燃料の確保 

緊急輸送活動に係る燃料に関しては、神奈川県と神奈川県石油協同組合が

締結している「災害時等における石油類燃料の供給に関する協定」に基づ

き、県石油業協同組合と調整をしておく。 

緊急輸送のための燃料について、自家用給油取扱所を南北２箇所に確保す

る。北については、既に消防防災訓練センターに設置している。南について

は、検討している。 

８ 燃料の確保 

緊急輸送活動に係る燃料に関しては、「災害用応急必需物資の調達に関す

る協定」に基づき、県石油商業組合・石油業協同組合と調整しておく。 

 

緊急輸送のための燃料について、自家用給油取扱所を南北２箇所に確保す

る。北については、既に消防防災訓練センターに設置している。南について

は、検討している。 

13 1 168 
【現状】 

＜略＞ 

建築物応急危険度判定制度については、神奈川県建築物震後対策推進協議

会の主導で平成 4 年度より体制の構築が進められており、令和 6 年 4 月 1

日現在、民間、行政合わせて 602 名の建築物応急危険度判定士が市に登録さ

れている。これまで、判定士の養成活動として、県下の協議会を通じて判定

士養成講習会を継続的に実施するなど、制度の充実を図っている。 

被災宅地危険度判定制度は、神奈川県建築物震後対策推進協議会により整

備が進められており、平成 10 年度から被災宅地危険度判定士の養成を始め

【現状】 

＜略＞ 

建築物応急危険度判定制度については、神奈川県建築物震後対策推進協議

会の主導で平成 4 年度より体制の構築が進められており、令和 4 年度現在

で民間、行政合わせて 601 名の建築物応急危険度判定士が市に登録されてい

る。これまで、判定士の養成活動として、県下の協議会を通じて判定士養成

講習会を継続的に実施するなど、制度の充実を図っている。 

被災宅地危険度判定制度は、神奈川県建築物震後対策推進協議会により整

備が進められており、平成 10 年度から被災宅地危険度判定士の養成を始め
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て以降、本市では令和 6 年 4月 1 日現在、209 名の被災宅地危険度判定士が

登録されている。 

【課題】 

＜略＞ 

被災宅地危険度判定については、実際に行う場合を想定して、県との協議

や判定本部の的確な運営に向けた実施計画の充実が必要になっている。 

て以降、本市では令和 4 年度現在 204 名の被災宅地危険度判定士が登録され

ている。 

【課題】 

＜略＞ 

被災宅地危険度判定については、実際に行う場合を想定して、県との協議

やマニュアルの整備が必要になっている。 

13 1 169 【取組の方向】 

＜略＞ 

被災宅地危険度判定制度については、被災宅地の危険度判定にあたって、

事前に準備すること、判定実施にあたって行うべきことについて、具体的に

業務の手順、役割分担をあらかじめ定めるマニュアルの充実を図る。 

【主な事業】 

＜略＞ 

２ 危険度判定の体制整備 

東日本大震災の経験から、被災した場合の建築物応急危険度判定士及び被

災宅地危険度判定士の実施体制、応援派遣要請と受入体制、連絡体制及び判

定制度相互の連絡体制などの整備、資機材の確保等を充実していくよう、県

からの情報提供を活用しながら、建築物応急危険度判定及び被災宅地危険度

判定については既往のマニュアルを充実する。 

【取組の方向】 

＜略＞ 

被災宅地危険度判定制度については、被災宅地の危険度判定にあたって、

事前に準備すること、判定実施にあたって行うべきことについて、具体的に

業務の手順、役割分担をあらかじめ定めるマニュアルの整備を図っていく。 

【主な事業】 

＜略＞ 

２ 危険度判定の体制整備 

東日本大震災の経験から、被災した場合の建築物応急危険度判定士及び被

災宅地危険度判定士の実施体制、応援派遣要請と受入体制、連絡体制及び判

定制度相互の連絡体制などの整備、資機材の確保等を充実していくよう、県

からの情報提供を活用しながら、建築物応急危険度判定については既往のマ

ニュアルを充実し、被災宅地危険度判定についてはマニュアルを整備する。 
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14  172 【現状】 

＜略＞ 

下水道については、管路の保守点検を行い、必要に応じて補修又は改築に

努めているが、耐震性を有している管路は少ない。 

＜略＞ 

電気通信については、NTT 東日本においては、停電時に備え、非常用発電

機と蓄電池を配備するとともに、移動電源車、移動無線車等の配備を行う。

NTT コミュニケーションズ、NTT ドコモ、KDDI においても、停電時に備

え、非常用発電機と蓄電池を配備するとともに、移動電源車等の配備を行

う。災害発生後の電話回線の輻輳による安否確認等が困難になることに対し

て、NTT 東日本では災害用伝言ダイヤル等を運用するため、指定避難所では

災害時用公衆電話（特設公衆電話）の設置を進めている。 

【現状】 

＜略＞ 

下水道については、災害時に備え、管路の保守点検を行い、必要に応じて

補修又は改築に努めているが、耐震性を有している管路は少ない。 

＜略＞ 

電気通信については、NTT 東日本においては、停電時に備え、非常用発電

機と蓄電池を配備するとともに、移動電源車、移動無線車等の配備を行う。

NTT コミュニケーションズ、NTT ドコモ、KDDI においても、停電時に備

え、非常用発電機と蓄電池を配備するとともに、移動電源車等の配備を行

う。災害発生後の電話回線の輻輳による安否確認等が困難になることに対し

て、NTT 東日本では災害用伝言ダイヤル等を運用するため、指定避難所では

特設公衆電話の設置を進めている。 

14  173 【主な事業】 

＜略＞ 

４ 電気通信対策 

NTT 東日本は、避難場所に、被災者が利用する災害時用公衆電話（特設公

衆電話）の設置に努める。 

【主な事業】 

＜略＞ 

４ 電気通信対策 

NTT 東日本は、避難場所に、被災者が利用する特設公衆電話の設置に努め

る。 
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6 2 208 イ 指定避難所 

＜略＞ 

また、要配慮者（高齢者、障がい者、妊産婦、乳幼児、外国につながりの

ある人等）など、特に支援が必要となる方へ配慮するとともに、要配慮者向

けスペースの設置に努めるものとする。 

イ 指定避難所 

＜略＞ 

また、要配慮者（高齢者、障がい者、妊産婦、乳幼児、外国人等）など、

特に支援が必要となる方へ配慮するとともに、要配慮者向けスペースの設置

に努めるものとする。 

8 1 216 （５）外国につながりのある人への支援 

日本語の理解が十分でない外国につながりのある人に対し、次の支援を行

う。 

ア 指定避難所における支援（外国につながりのある人の避難状況の把

握） 

イ 災害多言語支援センターの設置に向けた関係機関との連携・協力 

ウ 外国人避難所の開設と運営 

エ やさしい日本語や多言語による情報提供 

オ 外国につながりのある人の帰国支援 

（５）外国人への支援 

日本語の理解が十分でない外国人に対し、次の支援を行う。 

 

ア 指定避難所における支援（外国人の避難状況の把握） 

 

イ 災害多言語支援センターの設置に向けた関係機関との連携・協力 

ウ 外国人避難所の開設と運営 

エ やさしい日本語や多言語による情報提供 

オ 外国人の帰国支援 

9 1 218 ２ 応急飲料水の確保 

＜略＞ 

（３）鋼板プール等による確保 

市は、市立小・中学校等の学校教育において使用している鋼板、FRP、ア

ルミ製プールの水は、備蓄するろ水機を活用し飲料水とする。ろ水機の運用

は、あらかじめ指名する地区防災拠点本部応援職員が行う。 

 

２ 応急飲料水の確保 

＜略＞ 

（３）鋼板プール等による確保 

市は、市立小・中学校等の鋼板、FRP、アルミ製プールの水は、備蓄するろ

水機を活用し飲料水又は生活用水とする。ろ水機の運用は、あらかじめ指名

する地区防災拠点本部応援職員が行う。 



各論Ⅰ  

第 4 部 

36 

 

章 節 頁 修正案 現行（最終修正：令和 6 年 1月 29 日） 

9 1 219 ３ 生活用水の確保 

＜略＞ 

（３）鋼板プール等による確保 

市は、市立小・中学校等の学校教育において使用しない鋼板、FRP、アル

ミ製プールの水は、備蓄するろ水機を活用し主に生活用水とするよう検討す

る。ろ水機の運用は、あらかじめ指名する地区防災拠点本部応援職員が行

う。 

（４）雨水利用等による確保 

防災上重要な公共施設に設置した雨水利用システム又は井戸により、生活

用水を確保する。 

（５）その他 

ア 状況に応じて、大型水槽車等の消防自動車を活用する。 

イ 河川の水を生活用水として活用する。 

３ 生活用水の確保 

＜略＞ 

 

 

 

 

 

（３）雨水利用等による確保 

防災上重要な公共施設に設置した雨水利用システム又は井戸により、生活

用水を確保する。 

（４）その他 

ア 状況に応じて、大型水槽車等の消防自動車を活用する。 

イ 河川の水を生活用水として活用する。 

9 1 220 ７ 応援要請 

大規模な断水時等には県営水道その他に支援要請し、必要に応じ、県を通

じて自衛隊に協力を要請するものとする。県営水道は、市からの要請に基づ

き、状況に応じて日本水道協会を通じ他の水道事業者等に支援要請を行う。 

７ 応援要請 

大規模な断水時等には県営水道その他に支援要請し、必要に応じ自衛隊に

協力を要請するものとする。県営水道は、市からの要請に基づき、状況に応

じて日本水道協会を通じ他の水道事業者等に支援要請を行う。 

10 1 225 ２ 災害時保健師活動チームの構成及び参集 

＜略＞ 

健康医療部（保健所）指揮本部は、あらかじめ定めた配置区分に従い、保

健師を指定の配置場所に参集させる。 

 

 

 

２ 災害時保健師活動チームの構成及び参集 

＜略＞ 

健康医療部（保健所）指揮本部は、警戒配備においては統括保健師及び副

統括保健師、１号配備においては管理職保健師を健康医療部（保健所）指揮

本部に参集させ、２号配備においては、その他の保健師を指定の配置場所に

参集させる。 
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14 5 250 １ 東京ガスネットワーク（株） 

（１）体制の確立 

災害が発生した場合に対処するための非常体制は次による。 

体制区分 適用条件 

第 0次非

常体制 

1．震度 5弱の地震が発生した場合、その他必要な場合 

第 1次非

常体制 

1．震度 5強の地震が発生した場合、その他必要な場合 

2．地震警戒宣言等（東海地震予知情報、南海トラフ地震臨時

情報、北海道・三陸沖後発地震注意情報）が発表された場合 

第 2次非

常体制 

1．震度 6弱以上の地震が発生した場合 

2．震度 5弱・5強の地震が発生し、中圧又は低圧ブロックを供

給停止した場合 

 

 

 

＜略＞ 

（４）災害時における情報の収集・連絡 

災害が発生した場合は、次に掲げる各情報を巡回点検、出社途上の調査等

により迅速・的確に把握する。 

ア 気象庁の発表する、地震、大雨、洪水等に関する情報 

 

 

１ 東京ガスネットワーク（株） 

（１）体制の確立 

災害が発生した場合に対処するための非常体制は次による。 

体制区分 適用条件 

第 0次非

常体制 

1．震度 5弱の地震が発生した場合、その他必要な場合 

第一次非

常体制 

1．震度 5強の地震が発生した場合、その他必要な場合 

2．供給支障となる期間が 24時間以内の地震以外の自然災

害が発生、又は非常事態が発生した場合 

第二次非

常体制 

1．震度 6弱以上の地震が発生した場合 

2．震度 5弱・5強の地震が発生し、中圧又は低圧ブロックを供

給停止した場合 

3．地震警戒宣言（東海地震予知情報・南海トラフ地震臨時情

報）が発表された場合 

4．供給支障となる期間が 24時間以上の地震以外の自然災

害の発生、又は非常事態が発生した場合 

＜略＞ 

（４）災害時における情報の収集・伝達 

 

 

ア 情報の収集・報告 
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イ 対外対応状況（地方自治体の災害対策本部・官公庁・報道機関・お客様

等への対応状況） 

ウ ガス施設等被害の状況及び復旧状況 

エ ガス施設等の被害及び復旧に関する情報、復旧作業に必要な資機材・食

料又は応援隊などに関する情報 

オ その他災害に関する情報 

 

「（５）被害状況」を削除し、以下番号繰り上げ 

災害が発生した場合は、次に掲げる各情報を巡回点検、出社途上の調査等

により迅速・的確に把握する。 

イ 気象情報 

気象庁の発表する、地震、大雨、洪水等に関する情報 

 

 

 

 

 

（５）被害情報 

ア 対外対応状況（地方自治体の災害対策本部・官公庁・報道機関・お客さま

等への対応状況） 

イ ガス施設等被害の状況及び復旧状況 

ウ ガス施設等の被害及び復旧に関する情報、復旧作業に必要な資機材・食料

又は応援隊等に関する情報 

エ その他災害に関する情報 

14 5 252 （１０）復旧対策 

ア 復旧計画の策定 

非常事態により被災した地域の社会経済活動が低下する状況に鑑み、被災

した地域施設又は設備の復旧については、可能な限り迅速に行う。 

 

（ア）災害が発生した場合、被害状況の調査を速やかに行い、正確な情報を

収集し、次に掲げる事項を明らかにした復旧計画を策定する。 

①復旧手順及び方法 

（１０）復旧対策 

ア 復旧計画の策定 

非常事態により被災した地域の社会経済活動が低下する状況に鑑み、被災

した地域施設又は設備の復旧については、可能な限り迅速に行う。 

 

（ア）災害が発生した場合、被害状況の調査を速やかに行い、正確な情報を

収集し、次に掲げる事項を明らかにした復旧計画を策定する。 

①復旧手順及び方法 
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②復旧要員の確保及び配置 

③復旧用資機材の調達 

④復旧作業の期間 

⑤供給停止需要家への支援 

⑥宿泊施設の手配、食料等の調達 

⑦その他必要な対策 

（イ）重要施設の優先復旧計画 

救急病院、ごみ焼却場、老人ホーム等の社会的な重要度の高い施設につい

ては、移動式ガス発生設備による臨時供給を含めて、優先的に復旧するよう

計画立案する。なお、臨時供給にあたっては、関係機関（国、神奈川県、日

本ガス協会等）と連携を図る。 

 

②復旧要員の確保及び配置 

③復旧用資機材の調達 

④復旧作業の期間 

⑤供給停止需要家への支援 

⑥宿泊施設の手配、食料等の調達 

⑦その他必要な対策 

14 6 254 １ 通信の確保 

＜略＞ 

（１）応急復旧計画 

＜略＞ 

イ 災害時用公衆電話（特設公衆電話） 

指定避難所への災害時用公衆電話（特設公衆電話）の設置に努めるととも

に、街頭公衆電話については被災の程度、地域性を勘案して早期に復旧す

る。 

 

１ 通信の確保 

＜略＞ 

（１）応急復旧計画 

＜略＞ 

イ 特設公衆電話 

指定避難所への特設公衆電話の設置に努めるとともに、街頭公衆電話につ

いては被災の程度、地域性を勘案して早期に復旧する。 
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章 節 頁 修正案 現行（最終修正：令和 6 年 1月 29 日） 

15 3 262 第 3 節 災害時トイレの利用及びし尿の処理 

＜略＞ 

 

第 3 節 し尿の処理 

＜略＞ 

15 3 263 ３ し尿の貯留及び処理 

収集した、し尿の貯留及び処理は北部環境事業所し尿処理施設で行い、地

震による破損や断水等により、施設の運転が困難となった場合は、最終処分

場内での貯留や、下水道施設等への受入れの可否を検討し、可能であれば要

請する。また、必要に応じて他の市町、神奈川県に処理を要請する。 

３ し尿の貯留及び処理 

収集した、し尿の貯留及び処理は北部環境事業所し尿処理施設で行い、地

震による破損や断水等により、施設の運転が困難となった場合は、最終処分

場内での貯留や、下水道施設等への受入れを要請する。また、必要に応じて

他の市町、神奈川県に処理を要請する。 

15 3 263 ４ その他の処理方法 

（１）指定避難所における処理方法 

被災者は組み立て式等の仮設トイレ、地下埋設型トイレ、穴掘りトイレ及

びトイレ処理袋のほか、下水道の利用が可能であれば、井戸水等により水洗

トイレを使用する。 

なお、仮設トイレを長期間設置する見込みがある場合に備え、仮設浄化槽

の設置や流下型マンホールトイレの設置を検討する。 

４ その他の処理方法 

（１）指定避難所における処理方法 

被災者は組み立て式等の仮設トイレ、地下埋設型トイレ、穴掘りトイレ及

びトイレ処理袋のほか、下水道の利用が可能であれば、井戸水等により水洗

トイレを使用する。 

なお、仮設トイレを長期間設置する見込みがある場合には、仮設浄化槽の

設置を検討する。 
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章 節 頁 修正案 現行（最終修正：令和 6 年 1月 29 日） 

16 1 267 第 16 章 広域応援体制 

１ 他の地方行政機関等への応援要請 

＜略＞ 

（２）応援要請の方法 

市長は、応援要請するときは、応援要請先に次の事項について、口頭で要

請し、後日文書により提出するものとする。 

第 16 章 広域応援体制 

１ 他の地方行政機関等への応援要請 

＜略＞ 

（２）応援要請の方法 

市長は、応援要請するときは、応援要請先に次の事項について、とりあえ

ず電話又は口頭で要請し、後日文書により提出するものとする。 

18 5 277 第 5 節 罹災証明書の交付 

１ 罹災証明書の交付 

＜略＞ 

大規模災害発生時には、大規模災害時の対口支援の受入れを念頭に被災地

で活用実績があり、他市等での導入実績が多く、また住民基本台帳等と連携

することで、被災者支援を総合的に管理できるシステムを活用し、円滑な罹

災証明書の交付に努める。 

第 5 節 罹災証明書の交付 

１ 罹災証明書の交付 

＜略＞ 

大規模災害発生時には、地方公共団体情報システム機構（J-LIS）が公開・

提供している「被災者支援システム」を活用し、円滑な罹災証明書の交付に

努める。 

21 1 284 表 4-11 沖合で観測された津波の最大波（観測値及び沿岸での推定値）の

発表内容 

警報・注意報の 

発表状況 

沿岸で推定される津

波の高さ 

内容 

大津波警報 3ｍ超 沖合での観測値、沿

岸での推定値とも数値

で発表 

表 4-11 沖合で観測された津波の最大波（観測値及び沿岸での推定値）の

発表内容 

警報・注意報の 

発表状況 

沿岸で推定される津

波の高さ 

内容 

大津波警報 3ｍ超 沖合での観測値、沿

岸での推定値とも数値

で発表 
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章 節 頁 修正案 現行（最終修正：令和 6 年 1月 29 日） 

3ｍ以下 沖合での観測地を

「観測中」、沿岸での

推定値を「推定中」と

発表 

津波警報 1ｍ超 沖合での観測値、沿

岸での推定値とも数値

で発表 

1ｍ以下 沖合での観測地を

「観測中」、沿岸での

推定値を「推定中」と

発表 

津波注意報 （すべての場合） 沖合での観測値、沿

岸での推定値とも数値

で発表 

 

3ｍ以下 沖合での観測地を

「観測中」、沿岸での

推定値を「推定中」と

発表 

津波警報 1ｍ以上 沖合での観測値、沿

岸での推定値とも数値

で発表 

1ｍ未満 沖合での観測地を

「観測中」、沿岸での

推定値を「推定中」と

発表 

津波注意報 （すべての場合） 沖合での観測値、沿

岸での推定値とも数値

で発表 
 

21 1 285 ２ 津波警報等の受理伝達系統 

津波警報等の受理伝達系統は、次のとおりとする。 

２ 津波警報等の受理伝達系統 

津波警報等の受理伝達系統は、次のとおりとする。 
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章 節 頁 修正案 現行（最終修正：令和 6 年 1月 29 日） 

 

図 4-3 地震及び津波に関する情報の受理伝達系統図 図 4-3 地震及び津波に関する情報の受理伝達系統図 

上 

NTT東日本又は

NTT西日本 
（株）NTTソルコ 

仙台セター 
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章 節 頁 修正案 現行（最終修正：令和 6 年 1月 29 日） 

1 3 293 ２ 震災復興専門委員会の設置 

復興計画の策定にあたり、高齢者・障がい者・女性・若者など多様な市民

や事業者団体等の意見を反映するため、震災復興専門委員会（仮称）を設置

する。 

２ 震災復興専門委員会の設置 

復興計画の策定にあたり、高齢者・障がい者・女性・若者など多様な市民

の意見を反映するため、震災復興専門委員会（仮称）を設置する。 

2 4 306 ２ 金融・税制面での支援 

＜略＞ 

（２）災害復旧資金設置の検討 

藤沢市中小企業融資要綱第 12 条の規定に基づき、被災中小企業等が、事

業再建のために必要とする店舗・工場の復旧及び建設、設備機器の購入等に

必要な資金設置を検討する。 

２ 金融・税制面での支援 

＜略＞ 

（２）災害復旧資金設置の検討 

藤沢市中小企業融資要綱第 14 条の規定に基づき、被災中小企業等が、事

業再建のために必要とする店舗・工場の復旧及び建設、設備機器の購入等に

必要な資金設置を検討する。 
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章 節 頁 修正案 現行（最終修正：令和 6 年 1月 29 日） 

3 2 324 １ 東海地震に関連する情報の伝達系統 

（１）勤務時間内 

勤務時間内の伝達系統は、次のとおりとする。 

 

図 6-3 東海地震に関する情報の伝達系統（勤務時間内） 

 

（２）勤務時間外 

勤務時間外の伝達系統は、次のとおりとする。 

 

図 6-4 東海地震に関する情報の伝達系統（勤務時間外） 

１ 東海地震に関連する情報の伝達系統 

（１）勤務時間内 

勤務時間内の伝達系統は、次のとおりとする。 

 

図 6-3 東海地震に関する情報の伝達系統（勤務時間内） 

 

（２）勤務時間外 

勤務時間外の伝達系統は、次のとおりとする。 

 

図 6-4 東海地震に関する情報の伝達系統（勤務時間外） 

 

 

 

 

 

 

 

※本市の組織の伝達 

 ・本庁内：庁内放送設備による一斉放送 

 ・出先機関：放送を受けた各部局が無線又は有線で伝達 

J アラート 

高速 FAX 消防局 

（警防課） 
消防庁 

横浜地方 

気象台 

専用回線 

有
線 

県防災行政 

通信網 

一斉 FAX 等 

神奈川県 

(危機管理防

災課) 

出 先 機 関 

(災害消防

防災安全部 
（危機管理課） 

気 

象 

庁 

 

各  部 

(災害消防

課) 

全 市 

(災害消

防課) 

防災行政

無線 

 

 

 

 

 

※前記ルートによる情報伝達を円滑に行うため、各部は勤務時間外における部内伝達

ルートを確立しておく。 

この場合、職員の不在等を考慮して、補助ルートも検討しておく。 

J アラート 

高速 FAX 消防局 

（警防課） 
消防庁 

横浜地方 

気象台 

専用回線 

有
線 

県防災行政 

通信網 

一斉 FAX 等 

神奈川県 

(危機管理防

災課) 

出 先 機 関 

(災害消防

防災安全部 
（危機管理課） 

気 

象 

庁 

 
各  部 

(災害消防

課) 

全 市 

(災害消

防課) 

防災行政

無線 

有
線 

有
線 

 

神奈川県 

(災害対策課) 

 

神奈川県 

(災害対策課) 
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章 節 頁 修正案 現行（最終修正：令和 6 年 1月 29 日） 

3 2 325 ２ 警戒宣言の伝達系統 

警戒宣言の伝達系統は、次のとおりとする。 

 

図 6-5 警戒宣言の伝達系統 

２ 警戒宣言の伝達系統 

警戒宣言の伝達系統は、次のとおりとする。 

 

図 6-5 警戒宣言の伝達系統 

3 19 356 ４ 電気通信設備対策 

＜略＞ 

（４）ダイヤル通信 

＜略＞ 

イ 街頭公衆電話及び指定避難所に設置する災害時用公衆電話（特設公衆電

話）からの通話はそ通を確保する。 

４ 電気通信設備対策 

＜略＞ 

（４）ダイヤル通信 

＜略＞ 

イ 街頭公衆電話及び指定避難所に設置する特設公衆電話からの通話はそ 

通を確保する。 

警戒宣言の伝達系統は、次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※勤務時間外の場合については、すでに東海地震注意情報発表の伝達により、動員配備体制がとられる

ので、特別な伝達ルートは設定しないものとする。 

高速 FAX 
消防庁 

報道機関 

有
線 

県防災行政 

通信網 

一斉 FAX 等 
神奈川県 

(危機管理防災課) 
内 

閣 

総 

理 

大 

臣 

 

全 市 

防災行政無線 
J アラート 

消防局 

（警防課） 

広報車 
出 先 機 関 

(災害消防課) 

防災安全部 
（危機管理課） 

各  部 

(災害消防課) 

消 防 署 所 

(災害消防課) 

消防車 

警戒宣言の伝達系統は、次のとおりとする。 

※勤務時間外の場合については、すでに東海地震注意情報発表の伝達により、動員配備体制がとられる

ので、特別な伝達ルートは設定しないものとする。 

高速 FAX 
消防庁 

報道機 

関 

有
線 

県防災行政 

通信網 

一斉 FAX 等 
神奈川県 

(災害対策課) 
内 

閣 

総 

理 

大 

臣 

 

全 市 

防災行政無線 
J アラート 

消防局 

（警防課） 

広報車 
出 先 機 関 

(災害消防課) 

防災安全部 
（危機管理課） 

各  部 

(災害消防課) 

消 防 署 所 

(災害消防課) 

消防車 

神奈川県 

(災害対策課) 
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章 節 頁 修正案 現行（最終修正：令和 6 年 1月 29 日） 

前

段 

 359 第 7 部 南海トラフ地震防災対策推進計画 

＜略＞ 

また、南海トラフ地震のうち、想定される最大規模の地震（以下「南

海トラフ巨大地震」という。）に伴う巨大な津波に対しては、「命を守

る」ことを基本として、被害の最小化を主眼とする「減災」の考え方に

基づき、住民避難を中心に、住民一人一人が迅速かつ主体的に避難行動

が取れるよう、日頃から市民等に対し、住宅の耐震化や家具の固定、食

料等の備蓄及び家族等との連絡手段の確保などの自助の啓発を推進する

とともに、共助の取組を強化し、支援していく必要がある。 

第７部 南海トラフ地震防災対策推進計画 

＜略＞ 

また、南海トラフ地震のうち、想定される最大規模の地震（以下「南海ト

ラフ巨大地震」という。）に伴う巨大な津波に対しては、「命を守る」ことを

基本として、被害の最小化を主眼とする「減災」の考え方に基づき、住民避

難を中心に、住民一人一人が迅速かつ主体的に避難行動が取れるよう、自

助・共助の取組を強化し、支援していく必要がある。 

3 3 364 ３ 自主防災組織及び自衛消防組織の措置 

＜略＞ 

３ 自主防災組織及び自営消防組織の措置 

＜略＞ 

4 3 371 １ 調査中対応 

発生直後、南海トラフ地震臨時情報（調査中）が発表された場合は、 

状況に応じて避難等の防災対応を準備・開始する。 

 

２ 巨大地震警戒対応（半割れケース） 

南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）が発表された場合は、最初 

の地震発生から２週間を基本に、国からの呼びかけに応じ、次のような 

対応を行う。 

ア 日ごろからの地震への備えを再確認する。 

イ 地震発生後の避難では間に合わない可能性のある要配慮者は避難、

それ以外の者は避難の準備を整え、個々の状況等に応じて避難する。 

ウ 地震発生後の避難で明らかに避難が完了できない住民は避難する。 

１ 巨大地震警戒対応（半割れケース） 

（１）南海トラフ地震臨時情報（調査中）が発表された場合 

発生直後、南海トラフ地震臨時情報（調査中）が発表された場合は、 

状況に応じて避難等の防災対応を準備・開始する。 

（２）南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）が発表された場合 

南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）が発表された場合は、最初 

の地震発生から２週間を基本に、国からの呼びかけに応じ、次のような 

対応を行う。 

ア 日ごろからの地震への備えを再確認する。 

イ 地震発生後の避難では間に合わない可能性のある要配慮者は避難、そ 

れ以外の者は避難の準備を整え、個々の状況等に応じて避難する。 

ウ 地震発生後の避難で明らかに避難が完了できない住民は避難する。 
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章 節 頁 修正案 現行（最終修正：令和 6 年 1月 29 日） 

エ 最初の地震発生から１週間経過以降２週間経過までの間、巨大地震

注意対応を行う。 

オ ２週間経過後は、国からの呼びかけに応じ、地震発生の可能性がな

くなったわけではないことに留意しつつ、地震の発生に注意しながら通

常の生活を行う。 

 

３ 巨大地震注意対応（一部割れケース、ゆっくりすべりケース） 

 

 

 

 

南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）が発表された場合、最初の 

地震発生から１週間（ゆっくりすべりの場合は、すべりの変化が収まっ 

てから変化していた期間と概ね同程度の期間）を基本に、国からの呼び

かけに応じ、日ごろからの地震への備えの確認などの対応を行う。１週

間経過後は、国からの呼びかけに応じ、地震発生の可能性がなくなった

わけではないことに留意しつつ、地震の発生に注意しながら通常の生活

を行う。 

エ 最初の地震発生から１週間経過以降２週間経過までの間、巨大地震注 

意対応を行う。 

オ ２週間経過後は、国からの呼びかけに応じ、地震発生の可能性がなく 

なったわけではないことに留意しつつ、地震の発生に注意しながら通常 

の生活を行う。 

 

２ 巨大地震注意対応（一部割れケース、ゆっくりすべりケース） 

（１）南海トラフ地震臨時情報（調査中）が発表された場合 

発生直後、南海トラフ地震臨時情報（調査中）が発表された場合は、 

状況に応じて防災対応を準備・開始する。 

（２）南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）が発表された場合 

南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）が発表された場合、最初の 

地震発生から１週間（ゆっくりすべりの場合は、すべりの変化が収まっ 

てから変化していた期間と概ね同程度の期間）を基本に、国からの呼びか 

けに応じ、日ごろからの地震への備えの確認などの対応を行う。１週間経 

過後は、国からの呼びかけに応じ、地震発生の可能性がなくなったわけで 

はないことに留意しつつ、地震の発生に注意しながら通常の生活を行う。 

4 4 372 １ 南海トラフ地震臨時情報（調査中）の伝達等 

市は、気象庁が南海トラフ地震臨時情報（調査中）を発表した場合、

次のとおり対応を図る。 

南海トラフの想定震源域内のプレート境界面で通常とは異なるゆっく

りすべりが発生した可能性がある場合、災害対策本部事務局において、

情報収集が可能な配備体制を確保する。 

１ 南海トラフ地震臨時情報（調査中）の伝達等 

市は、気象庁が南海トラフ地震臨時情報（調査中）を発表した場合、次の

とおり対応を図る。 

（１）南海トラフの想定震源域内のプレート境界面で通常とは異なるゆっく

りすべりが発生した可能性がある場合、災害対策本部事務局において、

情報収集が可能な配備体制を確保する。 
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なお、南海トラフの想定震源域内またはその周辺でＭ６．８以上の地

震が発生し、相模湾・三浦半島に津波注意報又は津波警報、大津波警報

が発表された場合の対応は、序論第 2 部第 1 章及び各論Ⅰ第 4 部第 21 章

を準用する。 

 

（２）南海トラフの想定震源域内またはその周辺でＭ６．８以上の地震が発

生したが、本市に大津波警報又は津波警報が発表されていない場合であ

っても津波注意報が発表されている場合には、海の中や海岸付近にいる

者に対して、避難指示を発令する。 

災害対策連絡会議を開催し、今後の対応及び配備体制等を決定する。 

（３）南海トラフの想定震源域内またはその周辺でＭ６．８以上の地震が発

生し、本市に津波警報・大津波警報が発表された場合 片瀬地区，鵠沼地

区及び辻堂地区の市民等に対して、避難指示を発令する。 

災害対策本部会議を開催し、今後の対応及び配備体制等を決定する。 

4 6 382 ４ 市のとるべき措置 

市は、防災行政無線等の情報提供ツールを活用し、地域住民等に日頃

からの地震への備えを再確認する等防災対応をとる旨を呼びかけるとと

もに、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）等の内容、交通に関す

る情報、ライフラインに関する情報、生活関連情報など地域住民等に密

接に関係のある事項について周知する。 

４ 市のとるべき措置 

市は、地域住民等に日頃からの地震への備えを再確認する等防災対応をと

る旨を呼びかけるとともに、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）等の

内容、交通に関する情報、ライフラインに関する情報、生活関連情報など地

域住民等に密接に関係のある事項について周知する。 
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2 1 398 表 1-3 高潮の被害想定概要 

最大浸水

深（m） 

浸水面積

（㎢） 

最高潮位

（T.P.+m） 

最大浸水継続

時間（時間） 

3.0 2.0 3.3 73 
 

表 1-3 高潮の被害想定概要 

 

最大浸水深（m） 浸水面積（㎢） 最高潮位（T.P.+m） 

3.0 2.0 3.3 
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2  402 【主な事業】 

１ 流域治水対策の推進 

近年、集中豪雨や台風などによる豪雨災害が激甚化・頻発化しており、気

候変動の影響により降雨量の増加が予測され水害のリスクが高まっている。

気候変動の影響による水害のリスクに対応していくためには、これまでの河

川管理者・下水道管理者等による治水だけでなく、更なる対策の強化を図っ

ていく必要がある。 

そのため、河川整備をより一層加速化するとともに、企業や住民など、流

域のあらゆる関係者が協働して豪雨災害対策に努める。 

県内の各流域において、河川管理者・下水道管理者、県、市町村等、あら

ゆる関係者からなる流域治水協議会等を設置し、流域全体で取り組む具体的

な治水対策の全体像を、国や県、市町村と連携して検討し、早急に実施すべ

き対策を「流域治水プロジェクト」として取りまとめるとともに、対策の実

施状況等のフォローアップを行い、流域治水を計画的に推進していく。 

【主な事業】 

１ 流域治水対策の推進 

流域治水対策特定河川に指定されている境川、引地川、目久尻川につい

て、県が重点的に進める河道整備や遊水地の整備に併せて、市として流域の

保水機能の確保や安全な土地利用の指導に努める。 

市は、市街地再開発事業や土地区画整理事業をはじめとする市街地開発事

業において、透水性舗装や調整池の設置による流出抑制などについて、施行

者や事業者を指導するとともに、市が直接事業を実施するときは雨水の流出

抑制に積極的に努める。また、集中豪雨の際などに洪水被害を緩和する役割

を持つ水田の保全に努める。 

流域水害対策計画に基づき、河川管理者は河川改修や遊水地整備を、下水

道管理者は下水道整備や貯留施設等の設置を、流域内自治体は公共施設整備

の際に調整池設置や地下への浸透に寄与する施設の設置など総合的な対策を

進める。 

3  404 【課題】  

河川流域の都市化の進展に伴う大規模な洪水被害に対応するため、流域の

土地利用にあたっては、雨水流出抑制対策施設の整備を促進し、適正な保

水・遊水機能を持たせる必要がある。 

準用河川の河川改修事業は、接続先である河川管理者（神奈川県）と調整

を図りながら、改修計画を進める必要がある。 

＜略＞ 

【取組の方向】  

準用河川の河道整備は、1 時間あたり 50mm 相当の降雨（6～7 年に 1 回

の降雨）を当面の目標として推進する。 

【課題】  

河川流域の都市化の進展に伴う大規模な洪水被害に対応するため、流域の

土地利用にあたっては、雨水流出抑制対策施設の整備を促進し、適正な保

水・遊水機能を持たせる必要がある。 

準用河川の河川改修整備事業は、接続先である河川管理者（神奈川県）と

調整を図りながら、改修計画を進める必要がある。 

＜略＞ 

【取組の方向】  

準用河川の治水対策は、1 時間あたり 50mm 相当の降雨（6～7 年に 1 回

の降雨）を当面の目標として推進する。 
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4  406 【主な事業】  

１ 総合的な浸水対策の推進 

＜略＞ 

イ 防災、避難活動等を効果的に行えるよう、住民への情報発信となる

内水氾濫ハザードマップの周知を進める。浸水被害家屋への止水板設置等

の支援策について検討を進める。 

【主な事業】  

１ 総合的な浸水対策の推進 

＜略＞ 

イ 防災、避難活動等を効果的に行えるよう、住民への情報発信となる

内水ハザードマップの作成及び公表等を進める。浸水被害家屋への止水板

設置等の支援策について検討を進める。 

7  410 【取組の方向】 

市は、県との連携も踏まえ、都市の安全性の向上を図るため、建築物の安

全確保や落下物の防止対策に取り組んでいく。 

また、大雨等による建築物への浸水防止対策を推進する推進するため、浸

水想定区域を多く抱える地区への土のう等の備蓄場所拡充や備蓄数の増加、

出入口のステップアップ、止水板、防水扉の設置などの対策に努める。 

【取組の方向】 

市は、県との連携も踏まえ、都市の安全性の向上を図るため、建築物の安

全確保や落下物の防止対策に取り組んでいく。 

また、大雨等による建築物への浸水防止対策を推進する。 
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2  417 【取組の方向】  

衛星電話、インタ－ネット、防災行政無線等通信手段の整備などにより、

企業、報道機関、住民からの情報など多様な災害関連情報等の収集、提供体

制の整備に努める。 

＜略＞ 

【取組の方向】  

衛星携帯電話、衛星電話、インタ－ネット、防災行政無線等通信手段の整

備などにより、企業、報道機関、住民からの情報など多様な災害関連情報等

の収集、提供体制の整備に努める。 

 ＜略＞ 

2  418 ４ 被災者支援に関する情報システムの構築 

被災者支援に関する情報システムの構築は、大規模災害時の対口支援の受

入れを念頭に被災地で活用実績があり、他市等での導入実績が多く、また住

民基本台帳等と連携することで、被災者支援を総合的に管理できるシステム

を事前準備として整備し、その活用が図れるように努める。 

４ 被災者支援に関する情報システムの構築 

被災者支援に関する情報システムの構築は、阪神・淡路大震災を教訓と

して整備された被災者支援システムを事前準備として整備し、その活用が

図れるように努める。 



各論Ⅱ 

第 3 部 

54 

 

章 節 頁 修正案 現行（最終修正：令和 6 年 1月 29 日） 

8 

 

 429 
【現状】 

災害時に配慮を要する対象として、難病者、人工透析患者、精神障がい者、

発達障がい者、妊婦・乳幼児、高齢者、身体障がい者、知的障がい者、未就学

児童、児童生徒、外国につながりのある人及び災害により負傷し、自立歩行が

困難になった者等が挙げられる。 

＜略＞ 

避難行動要支援者に関する情報について、関係部課での共有に努めるととも

に、住所・氏名等の基本的な情報については、自主防災組織等や民生委員・児

童委員などに対して情報の提供を行っている。 

＜略＞ 

【課題】  

支援が必要な高齢者等については、「避難行動要支援者避難支援プラン全体

計画」に基づいて、市民センター・公民館と民生委員・児童委員、自主防災組

織等関係機関及び地域住民との更なる連携が必要になる。 

＜略＞ 

個別避難計画の作成数を増やすため、自主防災組織や民生委員・児童委員、

関係機関等と連携し、個別避難計画の作成に努める必要がある。 

【現状】 

災害時に配慮を要する対象として、難病者、人工透析患者、精神障がい

者、発達障がい者、妊婦・乳幼児、高齢者、身体障がい者、知的障がい者、

未就学児童、児童生徒、外国人及び災害により負傷し、自立歩行が困難にな

った者等が挙げられる。 

＜略＞ 

避難行動要支援者に関する情報について、関係部課での共有に努めるとと

もに、住所・氏名等の基本的な情報については、自主防災組織等や民生委員

児童委員などに対して情報の提供を行っている。 

＜略＞ 

【課題】 

支援が必要な高齢者等については、「避難行動要支援者避難支援プラン

全体計画」に基づいて、市民センター・公民館と民生委員児童委員・自主防

災組織等関係機関及び地域住民との更なる連携が必要になる。 

＜略＞ 

個別避難計画の作成率向上に向け、自主防災組織や民生委員児童委員、関

係機関等と連携し、個別避難計画の作成に努める必要がある。 
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8  430 
【取組の方向】 

＜略＞ 

市は、個別避難計画の作成数を増やすため、災害時に自力避難が困難な要支

援者に対して、福祉専門職による災害時のケアプランの作成を進める等、関係

機関等が一層連携して取り組むとともに、避難行動要支援者名簿を活用した避

難支援をより実効性のあるものとするため、地域団体等との協力体制の構築を

図る。 

【取組の方向】 

＜略＞ 

市は、個別避難計画の作成に向けて、庁内横断的連携により取り組むとと

もに、地域団体等との協力体制の構築を図る。 

8  431 ６ 洪水・高潮・雨水出水の各浸水想定区域内及び土砂災害警戒区域内の施

設等の対策 

  市は、洪水・高潮・雨水出水の各浸水想定区域内及び土砂災害警戒区域

内の要配慮者が利用する施設で当該施設の利用者の洪水時の円滑かつ迅速な避

難を確保する必要があると認められるものについては、当該施設の利用者の円

滑かつ迅速な避難の確保が図れるよう洪水・高潮・雨水出水に関する情報や土

砂災害警戒情報等の伝達方法を定める。 

６ 洪水浸水想定区域内及び土砂災害警戒区域内の施設等の対策 

 

市は、洪水浸水想定区域内及び土砂災害警戒区域内の要配慮者が利用

する 

施設で当該施設の利用者の洪水時の円滑かつ迅速な避難を確保する必要が

あると認められるものについては、当該施設の利用者の円滑かつ迅速な避難

の確保が図れるよう洪水に関する情報や土砂災害警戒情報等の伝達方法を定

める。 
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13  437 第 13 章 ライフラインの応急復旧対策計画 

【現状】 

＜略＞ 

下水道については、災害時に備え、管路の保守点検を行い、必要に応じて

補修又は改築に努めている。 

＜略＞ 

電気通信については、NTT 東日本においては、停電時に備え、非常用発電

機と蓄電池を配備するとともに、移動電源車、移動無線車等の配備を行う。

NTT コミュニケーションズ、NTT ドコモ、KDDI においても、停電時に備

え、非常用発電機と蓄電池を配備するとともに、移動電源車等の配備を行

う。災害発生後の電話回線の輻輳による安否確認等が困難になることに対し

て、NTT 東日本では災害用伝言ダイヤル等を運用するため、指定避難所では

災害時用公衆電話（特設公衆電話）の設置を進めている。 

第 13 章 ライフラインの応急復旧対策計画 

【現状】 

＜略＞ 

下水道については、災害時に備え、管渠の保守点検を行い、必要に応じて

補修又は改築に努めている。 

＜略＞ 

電気通信については、NTT 東日本においては、停電時に備え、非常用発電

機と蓄電池を配備するとともに、移動電源車、移動無線車等の配備を行う。

NTT コミュニケーションズ、NTT ドコモ、KDDI においても、停電時に備え、

非常用発電機と蓄電池を配備するとともに、移動電源車等の配備を行う。災

害発生後の電話回線の輻輳による安否確認等が困難になることに対して、NTT 

東日本では災害用伝言ダイヤル等を運用するため、指定避難所では特設公衆

電話の設置を進めている。 

16  441 第 16 章 風害に関する事前対策計画 

【現状】 

＜略＞ 

近年、日本各地で竜巻は年間平均約 20 件（2007 年～2023 年、海上竜巻

を除く）発生している。 

平成 24年 5 月につくば市を中心に発生した竜巻では甚大な被害が発生し

ている。 

第 16 章 風害に関する事前対策計画 

【現状】 

＜略＞ 

近年、日本各地で竜巻は年間平均約 23 件（2007 年～2017 年、海上竜巻

を除く）発生している。 

平成 24年 5 月につくば市を中心に発生した竜巻では甚大な被害が発生して

いる。 
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2 1 458 １ 気象情報等の発表等 

（１）注意や警戒の喚起 

＜略＞ 

① 特別警報、警報及び注意報の種類 

横浜地方気象台が発表する特別警報、警報及び注意報の種類及び運用の概

要は、次のとおりである。 

特別警報は、大雨や強風等の警報発表基準をはるかに超えて、重大な災害

の発生するおそれが著しく高まっているときに行う。警報は、大雨や強風等

の気象現象により、重大な災害が発生するおそれがあるときに行う。 

１ 気象情報等の発表等 

（１）注意や警戒の喚起 

＜略＞ 

① 特別警報、警報及び注意報の種類 

横浜地方気象台が発表する特別警報、警報及び注意報の種類及び運用の概

要は、次のとおりである。 

特別警報は、大雨や強風等の気象現象により予想される現象が特に異常で

あるため、重大な災害が発生するおそれが著しく大きいときに行う。警報

は、大雨や強風等の気象現象により、重大な災害が発生するおそれがあると

きに行う。 

2 1 459 ④ 多摩川・相模川・鶴見川・酒匂川洪水予報（水防活動用） 

多摩川（万年橋から海までの区間）で洪水による被害の発生が予測される

場合、国土交通省関東地方整備局と気象庁は、多摩川洪水予報（氾濫警戒情

報、氾濫危険情報、氾濫発生情報、氾濫注意情報）を共同発表する。 

 

相模川下流（神川橋から海までの区間）と鶴見川（第三京浜高速道路橋か

ら海までの区間）については、国土交通省京浜河川事務所と横浜地方気象台

が相模川下流洪水予報及び鶴見川洪水予報（氾濫警戒情報、氾濫危険情報、

氾濫発生情報、氾濫注意情報）を共同発表する。 

 

相模川中流（小倉橋から神川橋までの区間）と酒匂川（足柄橋から海まで

の区間）については、神奈川県と横浜地方気象台が相模川中流洪水予報及び

酒匂川洪水予報（氾濫警戒情報、氾濫危険情報、氾濫発生情報、氾濫注意情

報）を共同発表する。 

④ 多摩川・相模川・鶴見川・酒匂川洪水予報（水防活動用） 

多摩川（万年橋から海までの区間）で洪水による被害の発生が予測される

場合、国土交通省関東地方整備局と気象庁は、多摩川洪水予報として、洪水

警報（氾濫警戒情報、氾濫危険情報、氾濫発生情報）と洪水注意報（氾濫注

意情報）を共同発表する。 

相模川下流（神川橋から海までの区間）と鶴見川（第三京浜高速道路橋か

ら海までの区間）については、国土交通省京浜河川事務所と横浜地方気象台

が相模川下流洪水予報及び鶴見川洪水予報として、両河川に対する洪水警報

（氾濫警戒情報、氾濫危険情報、氾濫発生情報）と洪水注意報（氾濫注意情

報）を共同発表する。 

相模川中流（小倉橋から神川橋までの区間）については、神奈川県と横浜

地方気象台が、相模川中流洪水予報として、酒匂川（足柄橋から海までの区

間）については、神奈川県と横浜地方気象台が酒匂川洪水予報として、それ
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発表された洪水予報は、神奈川県水防計画等の定めるところにより、県河

港課、国土交通省京浜河川事務所及び横浜地方気象台は、それぞれ県内の防

災機関等に伝達する。 

⑤ 土砂災害警戒情報 

神奈川県と横浜地方気象台は、大雨警報(土砂災害)発表後、命に危険を及

ぼす土砂災害がいつ発生してもおかしくない状況となったときに、市長が避

難指示等を発令する際の判断や住民の自主避難の判断を支援するため共同で

土砂災害警戒情報を発表する。 

ぞれ、洪水警報（氾濫警戒情報、氾濫危険情報、氾濫発生情報）と洪水注意

報（氾濫注意情報）を共同発表する。 

発表された洪水予報は、神奈川県水防計画等の定めるところにより、県河

川課、国土交通省京浜河川事務所及び横浜地方気象台は、それぞれ県内の防

災機関等に伝達する。 

⑤ 土砂災害警戒情報 

神奈川県と横浜地方気象台は、大雨警報(土砂災害)発表後、命に危険を及

ぼす土砂災害がいつ発生してもおかしくない状況となったときに、市長が避

難指示等を発令する際の判断や住民の自主避難の参考となるよう共同で土砂

災害警戒情報を発表する。 

2 1 460 ⑥ キキクル（大雨警報・洪水警報の危険度分布）等 

 表 4-1 キキクル等の種類と概要 

種類 概要 

土砂キキクル（大雨警報

（土砂災害）の危険度分

布） 

大雨による土砂災害発生の危険度の

高まりの予測を、地図上で１km 四方の

領域ごとに５段階に色分けして示す情

報。２時間先までの雨量分布及び土壌

雨量指数の予測を用いて常時 10 分ご

とに更新しており、大雨警報（土砂災

害）や土砂災害警戒情報等が発表され

たときに、危険度が高まっている場所

を面的に確認することができる。 

⑥ キキクル（大雨警報・洪水警報の危険度分布）等 

 表 4-1 キキクル等の種類と概要 

種類 概要 

大雨土砂キキクル 

（大雨警報（土砂災

害）の危険度分布）※ 

大雨による土砂災害発生の危険度の

高まりの予測を、地図上で１km 四方の

領域ごとに５段階に色分けして示す情

報。２時間先までの雨量分布及び土壌

雨量指数の予測を用いて常時 10 分ご

とに更新しており、大雨警報（土砂災害）

や土砂災害警戒情報等が発表されたと

きに、危険度が高まっている場所を面的

に確認することができる。 
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・「災害切迫」（黒）：命の危険があり

直ちに身の安全を確保する必要がある

とされる警戒レベル５に相当。 

・「危険」（紫）：危険な場所からの避

難が必要とされる警戒レベル４に相 

当。 

・「警戒」（赤）：高齢者等は危険な場

所からの避難が必要とされる警戒レベ

ル３に相当。 

・「注意」（黄）：ハザードマップによる

災害リスクの再確認等、避難に備え自

らの避難行動の確認が必要とされる警

戒レベル２に相当。 

浸水キキクル（大雨警報

（浸水害）の危険度分

布） 

短時間強雨による浸水害発生の危険

度の高まりの予測を、地図上で１km 四

方の領域ごとに５段階に色分けして示

す情報。１時間先までの表面雨量指数

の予測を用いて常時 10 分ごとに更新

しており、大雨警報（浸水害）等が発

表されたときに、危険度が高まってい

る場所を面的に確認することができ

る。 

・「災害切迫」（黒）：緊急安全確保の

発令対象区域の絞り込みに活用される

警戒レベル５に相当。 

・「危険」（紫）：危険な場所からの避難

が必要とされる警戒レベル４に相当。 

 

・「警戒」（赤）：高齢者等は危険な場

所からの避難が必要とされる警戒レベ

ル３に相当。 

・「注意」（黄）：ハザードマップによる災

害リスクの再確認等、避難に備え自らの

避難行動の確認が必要とされる警戒レ

ベル２に相当。 

浸水キキクル（大雨

警報（浸水害）の危険

度分布） 

短時間強雨による浸水害発生の危険

度の高まりの予測を、地図上で１km 四

方の領域ごとに５段階に色分けして示

す情報。１時間先までの表面雨量指数

の予測を用いて常時 10 分ごとに更新

しており、大雨警報（浸水害）等が発表さ

れたときに、危険度が高まっている場所

を面的に確認することができる。 
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・「災害切迫」（黒）：命の危険があり

直ちに身の安全を確保する必要がある

とされる警戒レベル５に相当。 

・「危険」（紫）：危険な場所からの避

難が必要とされる警戒レベル４に相

当。 

・「警戒」（赤）：高齢者等は危険な場

所からの避難が必要とされる警戒レベ

ル 

３に相当。 

・「注意」（黄）：ハザードマップによ

る災害リスクの再確認等、避難に備え

自らの避難行動の確認が必要とされる

警戒レベル２に相当。 

洪水キキクル（洪水警報

の危険度分布） 

指定河川洪水予報の発表対象ではな

い中小河川（水位周知河川及びその他河

川）の洪水害発生の危険度の高まりの予

測を、地図上で河川流路を概ね１kmごと

に５段階に色分けして示す情報。３時間先

までの流域雨量指数の予測を用いて常時

10 分ごとに更新しており、洪水警報等が

発表されたときに、危険度が高まっている

場所を面的に確認することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

洪水キキクル（洪水

警報の危険度分布） 

指定河川洪水予報の発表対象では

ない中小河川（水位周知河川及びその

他河川）の洪水害発生の危険度の高ま

りの予測を、地図上で河川流路を概ね１

kmごとに５段階に色分けして示す情

報。３時間先までの流域雨量指数の予

測を用いて常時 10 分ごとに更新してお

り、洪水警報等が発表されたときに、危

険度が高まっている場所を面的に確認

することができる。 
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・「災害切迫」（黒）：命の危険があり直

ちに身の安全を確保する必要があると

される警戒レベル５に相当。 

・「危険」（紫）：危険な場所からの避難

が必要とされる警戒レベル４に相当。 

・「警戒」（赤）：高齢者等は危険な場所 

からの避難が必要とされる警戒レベル３ 

に相当。 

・「注意」（黄）：ハザードマップによる災

害リスクの再確認等、避難に備え自らの

避難行動の確認が必要とされる警戒レベ

ル２に相当。 

流域雨量指数の予測値 

 

各河川の上流域での降雨による、下流

の対象地点に洪水危険度（大河川におい

ては、その支川や下水道の氾濫などの

「湛水型内水氾濫」の危険度）の高まりの

予測を、洪水警報等の基準への到達状況

に応じて危険度を色分けした時系列で示 

す情報。流域内における雨量分布の実況

と６時間先までの予測（解析雨量及び降

水短時間予報等）を用いて常時 10 分ごと

に更新している。 
 

・「災害切迫」（黒）：緊急安全確保の発

令対象区域の絞り込みに活用される警

戒レベル５に相当。 

・「危険」（紫）：危険な場所からの避難が

必要とされる警戒レベル４に相当。 

・「警戒」（赤）：高齢者等は危険な場所

からの避難が必要とされる警戒レベル３

に相当。 

・「注意」（黄）：ハザードマップによる災

害リスクの再確認等、避難に備え自らの

避難行動の確認が必要とされる警戒レ

ベル２に相当。 

流域雨量指数の予測

値 

指定河川洪水予報の発表対象では

ない中小河川（水位周知河川及びその

他河川）の、上流域での降雨による、下

流の対象地点の洪水危険度の高まりの

予測を、洪水警報等の基準への到達状

況に応じて危険度を色分けした時系列

で示す情報。６時間先までの雨量分布

の予測（降水短時間予報等）を用いて常

時 10 分ごとに更新している。 
 

2 1 461 ⑧ 土砂災害緊急情報（横浜気象台の発表とは別） 

＜略＞ 

⑧ 土砂災害緊急情報（横浜気象台の発表とは別） 

＜略＞ 
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表 4-3 警報・注意報基準一覧表（発表官署 横浜地方気象台、令和 6 年 5

月 23 日現在） 

藤沢市 府県予報区 神奈川県 

一次細分区域 東部 

市町村等をま

とめた地域 

湘南 

警報 大雨 (浸

水

害） 

表面雨量

指数基準 

15 

(土

砂災

害) 

土壌雨量

指数基準 

105 

洪水 流域雨量

指数基準 

 

 

 

小出川流域=6.3、目久尻川流

域=14.2、境川流域=27.3、柏尾

川流域=21.7、引地川流域

=19.4、蓼川流域=9.8 

複合基準

*1 

柏尾川流域=（8，19.5）、蓼川

流域=（8，8.8） 

指定河川

洪水予報

相模川下流［神川橋］、相模川

中流［相模大橋］ 

表 4-3 警報・注意報基準一覧表（発表官署 横浜地方気象台、令和 4 年

11 月 24 日現在） 

藤沢市 府県予報区 神奈川県 

一次細分区域 東部 

市町村等をま

とめた地域 

湘南 

警報 大雨 (浸

水

害） 

表面雨量

指数基準 

15 

(土

砂災

害) 

土壌雨量

指数基準 

107 

洪水 流域雨量

指数基準 

小出川流域=6.3、目久尻

川流域=14.1、境川流域

=27、柏尾川流域=21.6、引

地川流域=19.4、蓼川流域

=9.8 

複合基準

*1 

柏尾川流域=（9，19.4）、

蓼川流域=（9，8.8） 

指定河川

洪水予報

相模川下流［神川橋］、相

模川中流［相模大橋］ 
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による基

準 

暴風 平均風速 陸上 25ｍ/ｓ 

海上 25ｍ/ｓ 

暴風雪 

 

平均風速 陸上 25ｍ/ｓ 雪を伴う 

海上 25ｍ/ｓ 雪を伴う 

大雪 降雪の深

さ 

12 時間降雪の深さ 10ｃｍ 

波浪 有義波高 5.0ｍ 

高潮 潮位 1.4ｍ*2 

注意報 大雨 

 

 

 

 

表面雨量

指数基準 

11 

土壌雨量

指数基準 

77 

洪水 流域雨量

指数基準 

 

 

 

小出川流域=4.9、目久尻川流

域=11.3、境川流域=21.8、柏尾

川流域=17.3、引地川流域

=15.5、蓼川流域=7.8 

複合基準

*1 

境川流域=（11，21）、柏尾川

流域=（5，17.3）、蓼川流域=

（5，7.8） 

による基

準 

暴風 平均風速 陸上 25ｍ/ｓ 

海上 25ｍ/ｓ 

暴風雪 平均風速 陸上 25ｍ/ｓ 雪を伴う 

海上 25ｍ/ｓ 雪を伴う 

大雪 降雪の深

さ 

12 時間降雪の深さ 10ｃｍ 

波浪 有義波高 5.0ｍ 

高潮 潮位 1.4ｍ 

注意報 大雨 表面雨量

指数基準 

11 

土壌雨

量指数基

準 

78 

洪水 流域雨量

指数基準 

小出川流域=5、目久尻川

流域=11.2、境川流域

=21.6、柏尾川流域=17.2、

引地川流域=15.5、蓼川流域

=7.8 

複合基準

*1 

境川流域=（10，17.3）、

柏尾川流域=（6，17.2）、蓼

川流域=（6，7.8） 
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指定河川

洪水予報

による基

準 

－ 

強風 平均風速 陸上 12ｍ/ｓ 

 海上 12ｍ/ｓ 

風雪 平均風速 陸上 12ｍ/ｓ 雪を伴う 

 海上 12ｍ/ｓ 雪を伴う 

大雪 降雪の深

さ 

12 時間降雪の深さ 5ｃｍ 

波浪 有義波高 2.5ｍ 

高潮 潮位 1.2ｍ 

雷 落雷等により被害が予想される場合 

融雪  

濃霧 視程 陸上 100ｍ 

海上 500ｍ 

乾燥 最小湿度 35％ 実効湿度 55％ 

なだれ  

低温 夏期：最低気温 16℃以下が数日継続 

冬期：最低気温－5℃以下 

霜 最低気温 4℃以下  晩霜期 

着氷・着雪 著しい着氷（雪）が予想される場合 

指定河川

洪水予報

による基

準 

－ 

強風 平均風速 陸上 12ｍ/ｓ 

 海上 12ｍ/ｓ 

風雪 平均風速 陸上 12ｍ/ｓ 雪を伴う 

 海上 12ｍ/ｓ 雪を伴う 

大雪 降雪の深

さ 

12 時間降雪の深さ 5ｃｍ 

波浪 有義波高 2.5ｍ 

高潮 潮位 1.2ｍ 

雷 落雷等により被害が予想される場合 

融雪  

濃霧 視程 陸上 100ｍ 

海上 500ｍ 

乾燥 最小湿度 35％ 実効湿度 55％ 

なだれ  

低温 夏期：最低気温 16℃以下が数日継続 

冬期：最低気温－5℃以下 

霜 最低気温 4℃以下  晩霜期 

着氷・着雪 著しい着氷（雪）が予想される場合 
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記録的短時間大雨情報 1 時間

雨量 

100ｍｍ 

＊１（表面雨量指数、流域雨量指数）の組み合わせによる基準値を表して

います。 

＊２ 神奈川県が定める基準水位観測所（小田原）における高潮特別警戒水位

（1.20m）への潮位の到達状況を考慮して、これによらず高潮警報を発表す

る場合があります。 

記録的短時間大雨情報 1 時間

雨量 

100ｍｍ 

＊１（表面雨量指数、流域雨量指数）の組み合わせによる基準値を表して

いる。 

 

2 1 465 （４）地方海上警報の種類、海域及び伝達系統 

① 地方海上警報の種類 

＜略＞ 

表 4-5 地方海上警報の種類 

種類 説明 

海上風警報 風力階級 7の場合 

海上濃霧警報 視程 0.3 海里（約 500ｍ）以下 

海上強風警報 風力階級 8～9の場合 

海上暴風警報 風力階級 10以上の場合 

海上台風警報 台風により風力階級 12の場合 

海上警報解除 継続中の警報を解除する場合 

海上警報なし 警報をする現象が予想されない場合 
 

（４）地方海上警報の種類、海域及び伝達系統 

① 地方海上警報の種類 

＜略＞ 

表 4-5 地方海上警報の種類 

種類 説明 

海上風警報 風力階級 7の場合 

海上濃霧警報 濃霧について、警報を必要とする場合 

海上強風警報 風力階級 8～9の場合 

海上暴風警報 風力階級 10以上の場合（台風により気象庁風

力階級表の風力階級 12 の場合を除く） 

海上台風警報 台風により風力階級 12の場合 

海上警報解除 継続中の警報を解除する場合 

海上警報なし 警報をする現象が予想されない場合 
 



各論Ⅱ 

第 4 部 

66 

 

章 節 頁 修正案 現行（最終修正：令和 6 年 1月 29 日） 

2 1 467 

 

(注１)「神奈川県風水害等災害対策計画」参照 

図 4-2 特別警報、警報及び注意報の伝達系統図 

 

(注１)「神奈川県風水害等災害対策計画」参照 

図 4-2 特別警報、警報及び注意報の伝達系統図 

藤沢市 

関東運輸局 

川 
県水防本部（（県河港課） 

関東地方整備局 
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6 1 478 １ 避難情報について 

表 4-7 警戒レベルと立退き避難等が必要な居住者等に求める行動 

警戒レベル 

立退き避難等が必要な居住者等に

求める 

（居住者がとるべき）行動 

警戒レベル相当情報 

【警戒レベル１】 

早期注意情報 

(警報級の可能

性)において、大

雨に関して５日

先までの期間に

[高]又は[中]が

予想されている

場合 

（気象庁が発表） 

防災気象情報等の最新情報に注意

するなど、災害への心構えを高め

る。 

 

【警戒レベル２】 

大雨・洪水・高潮

注意報※1 

（気象庁が発表） 

ハザードマップ等により災害リスク、

指定緊急避難場所や避難経路、避

難のタイミング等の再確認、避難情

報の把握手段の再確認・注意など、

避難に備え自らの避難行動を確認す

る。 

・氾濫注意情報 

・洪水キキクル※2（注意・黄） 

・土砂キキクル※3（注意・黄） 

１ 避難情報について 

表 4-7 警戒レベルと立退き避難等が必要な居住者等に求める行動 

警戒レベル 

立退き避難等が必要な居住者等に

求める 

（居住者がとるべき）行動 

警戒レベル相当情報 

【警戒レベル１】 

早期注意情報 

(警報級の可能

性)において、大

雨に関して５日

先までの期間に

[高]又は[中]が

予想されている

場合 

（気象庁が発表） 

防災気象情報等の最新情報に注意

するなど、災害への心構えを高め

る。 

 

【警戒レベル２】 

大雨・洪水・高潮

注意報※1 

（気象庁が発表） 

ハザードマップ等により災害リスク、

指定緊急避難場所や避難経路、避

難のタイミング等の再確認、避難情

報の把握手段の再確認・注意など、

避難に備え自らの避難行動を確認す

る。 

・氾濫注意情報 

・洪水キキクル※2（注意・

黄） 

・土砂キキクル※3（注意・

黄） 
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【警戒レベル３】 

高齢者等避難 

（藤沢市が発令） 

・高齢者等※4は危険な場所から避

難（立退き避難又は屋内安全確保）

する。 

・高齢者等以外の人も必要に応じ、

出勤等の外出を控えるなど普段の行

動を見合わせ始めたり、避難の準備

をしたり、自主的に避難するタイミン

グである。例えば、地域の状況に応

じ、早めの避難が望ましい場所の居

住者等は、このタイミングで自主的に

避難することが望ましい。 

・氾濫警戒情報 

・洪水警報 

・大雨警報（土砂災害） 

・洪水キキクル（警戒・赤）※２ 

・土砂キキクル（警戒・赤）※３ 

・高潮警報に切り替える可能

性に言及する高潮注意報 

【警戒レベル４】 

避難指示 

（藤沢市が発令） 

・危険な場所から全員避難（立退き

避難又は屋内安全確保）する。 

・土砂災害警戒情報 

・氾濫危険情報 

・洪水キキクル（危険・紫）※２ 

・土砂キキクル（危険・紫）※３ 

・高潮特別警報 

・高潮警報 

【警戒レベル５】 

緊急安全確保 

（藤沢市が発令） 

・指定緊急避難場所等への立退き避

難することがかえって危険である場

合、緊急安全確保する。※5 

ただし、災害発生・切迫の状況で、本

行動を安全にとることができるとは限

らず、また本行動をとったとしても身

の安全を確保できるとは限らない。 

・氾濫発生情報 

・洪水キキクル（災害切迫・黒）

※２ 

・土砂キキクル（災害切迫・黒）

※３ 

・浸水キキクル（災害切迫・黒）

※４ 

【警戒レベル３】 

高齢者等避難 

（藤沢市が発令） 

・高齢者等※4は危険な場所から避

難（立退き避難又は屋内安全確保）

する。 

・高齢者等以外の人も必要に応じ、

出勤等の外出を控えるなど普段の行

動を見合わせ始めたり、避難の準備

をしたり、自主的に避難するタイミン

グである。例えば、地域の状況に応

じ、早めの避難が望ましい場所の居

住者等は、このタイミングで自主的に

避難することが望ましい。 

・氾濫警戒情報 

・洪水警報 

・大雨警報（土砂災害） 

・洪水キキクル（警戒・赤） 

・土砂キキクル（警戒・赤） 

・高潮警報に切り替える可

能性に言及する高潮注意

報 

【警戒レベル４】 

避難指示 

（藤沢市が発令） 

・危険な場所から全員避難（立退き

避難又は屋内安全確保）する。 

・土砂災害警戒情報 

 

・洪水キキクル（危険・紫） 

・土砂キキクル（危険・紫） 

・高潮特別警報 

・高潮警報 

【警戒レベル５】 

緊急安全確保 

（藤沢市が発令） 

・指定緊急避難場所等への立退き避

難することがかえって危険である場

合、緊急安全確保する。※5 

ただし、災害発生・切迫の状況で、本

行動を安全にとることができるとは限

らず、また本行動をとったとしても身

の安全を確保できるとは限らない。 

・氾濫発生情報 
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・大雨特別警報（浸水害） 

・大雨特別警報（土砂災害） 

※6 

・高潮氾濫発生情報 

※1 高潮注意報は、高潮警報に切り替える可能性が高い旨に言及されてい

る場合は警戒レベル 3 に相当する。 

※2 洪水警報の危険度分布 

※3 大雨警報(土砂災害)の危険度分布 

※4 大雨警報(浸水害)の危険度分布 

※5 避難を完了させるのに時間を要する在宅又は施設利用者の高齢者及び

障がいのある人等、及びその人の避難を支援する者 

※6 その時点でいる場所よりも相対的に安全である場所へ直ちに移動する 

※7 大雨特別警報（土砂災害）が発表された際には、「土砂キキクル（災

害切迫・黒）」を警戒レベル 5 緊急安全確保の発令対象区域の絞り込

みに活用する。 

・大雨特別警報（浸水害） 

・大雨特別警報（土砂災害）

※6 

・高潮氾濫発生情報 

※1 高潮注意報は、高潮警報に切り替える可能性が高い旨に言及されて

いる場合は警戒レベル 3 に相当する。 

※2 洪水警報の危険度分布 

※3 大雨警報(土砂災害)の危険度分布 

 

※4 避難を完了させるのに時間を要する在宅又は施設利用者の高齢者及

び障がいのある人等、及びその人の避難を支援する者 

※5 その時点でいる場所よりも相対的に安全である場所へ直ちに移動す

る 

※6 大雨特別警報（土砂災害）が発表された際には、「土砂キキクル

（災害切迫・黒）」を警戒レベル 5 緊急安全確保の発令対象区域の絞    

り込みに活用する。 

6 1 479 ２ 高齢者等避難、避難指示、緊急安全確保について 

＜略＞ 

市長は、避難指示等の判断に際し、指定行政機関の長若しくは指定地方行

政機関の長又は県知事に助言を求めることができる。 

＜略＞ 

２ 高齢者等避難、避難指示、緊急安全確保について 

＜略＞ 

市長は、避難の勧告・指示の判断に際し、指定行政機関の長若しくは指定

地方行政機関の長又は県知事に助言を求めることができる。 

＜略＞ 
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6 1 482 

 

（２）土砂災害 

＜略＞ 

ウ 避難指示等の解除の考え方 

＜略＞ 

この際、国土交通省（関東地方整備局河川部河川計画課）及び神奈川県

（県土整備局河川下水道砂防課）に助言を求めることを検討する。 

（２）土砂災害 

＜略＞ 

ウ 避難指示等の解除の考え方 

＜略＞ 

この際、国土交通省（関東地方整備局河川部河川計画課）及び神奈川県

（県土整備局砂防海岸課）に助言を求めることを検討する。 

12 6 497 

 

（３）応急復旧対策 

＜略＞ 

イ ダイヤル通話 

大規模災害が発生すると、その直後から通話が集中的に発生し、輻輳

することが想定されるので次の考え方で対処する。 

・防災関係機関、報道機関等の災害時優先電話からの通話は最優先で、そ

通を確保する。 

・街頭公衆電話及び指定避難所等に設置する災害時用公衆電話（特設公衆

電話）からの通話は、そ通を確保する。 

（３）応急復旧対策 

＜略＞ 

イ ダイヤル通話 

大規模災害が発生すると、その直後から通話が集中的に発生し、輻

輳することが想定されるので次の考え方で対処する。 

・防災関係機関、報道機関等の災害時優先電話からの通話は最優先で、

そ通を確保する。 

・街頭公衆電話及び指定避難所等に設置する特設公衆電話からの通話

は、そ通を確保する。 
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1 2 552 図 3-2 海上の大規模油流出対策フロー 
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図 3-2 海上の大規模油流出対策フロー 
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関 係 事 業 者 

派遣要請 

東 京 湾 排 出 油 等 

防  除  協  議  会 

警 戒 本 部 等 

漁業協同組合等 

石油コンビナート等特別防災区域協議会等 

災害対策本部 

（本部長 知事） 
事故対策本部会議 

（ 関 係 室 課 ） 事故対策本部 

特定非営利活動 

法人神奈川水 

難救済会 

自衛隊 

管 内 排 出 油 等 

防  除  協  議  会 

県現地災害対策本部 

（本部長 地域県政総合センタ

ー所長） 

災 害 対 策 本 部 

連絡調整・情報収集 応援要請 

協力要請 

協力要請 

・関係機関との連絡調整 

・情報収集 

派遣要請 

連絡調整・情報収集 協力要請 

連絡 

災害警備本部 県警察 

（本部長 警察本部長又は

警備部長） 

 

現地災害警備本部 

警察署災害警備本部 

官 邸 関係省庁連絡会議 

現 地 対 策 本 部 

非常(緊急)災害対策本部 

現地連絡調整本部 

第三管区海上保安本部 

警戒本部 海上保安庁 

関 係 事 業 者 

派遣要請 

東 京 湾 排 出 油 等 

防  除  協  議  会 

警 戒 本 部 等 

漁業協同組合等 

石油コンビナート等特別防災区域協議会等 

災害対策本部 

（本部長 知事） 
事故対策本部会議 

（ 関 係 室 課 ） 事故対策本部 

特定非営利活動 

法人神奈川水 

難救済会 

自衛隊 

管 内 排 出 油 等 

防  除  協  議  会 

県現地災害対策本部 

（本部長 地域県政総合センタ

ー所長） 

災 害 対 策 本 部 

連絡調整・情報収集 応援要請 

協力要請 

協力要請 

・関係機関との連絡調整 

・情報収集 

派遣要請 

連絡調整・情報収集 協力要請 

連絡 

警備本部 県警察 

（本部長 警察本部長又は

警備部長） 

 

現地警備本部 

警察署警備本部 

官 邸 関係省庁連絡会議 

現 地 対 策 本 部 

非常(緊急)災害対策本部 

現地連絡調整本部 

第三管区海上保安本部 

警戒本部 海上保安庁 
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10 2 618 １ NTT 東日本の応急復旧対策 

＜略＞ 

（３）広報体制 

＜略＞ 

イ ダイヤル通話 

大規模災害等が発生すると、その直後から通話が集中的に発生し、輻輳す

ることが想定されるので次の考え方で対処する。 

・防災関係機関、報道機関等の災害時優先電話からの通話は最優先で、そ

通を確保する。 

・街頭公衆電話及び指定避難所等に設置する災害時用公衆電話（特設公衆

電話）からの通話は、そ通を確保する。 

１ NTT 東日本の応急復旧対策 

＜略＞ 

（３）広報体制 

＜略＞ 

イ ダイヤル通話 

大規模災害等が発生すると、その直後から通話が集中的に発生し、輻輳す

ることが想定されるので次の考え方で対処する。 

・防災関係機関、報道機関等の災害時優先電話からの通話は最優先で、そ

通を確保する。 

・街頭公衆電話及び指定避難所等に設置する特設公衆電話からの通話は、

そ通を確保する。 

 


